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　現在の我が国経済は、急速な円高や世界経済の減速などにより景気回復の勢いが弱まってお

り、雇用情勢も依然として厳しい状況にあります。 

　このような状況の中、奈良県では、経済活性化とくらしの向上を県の最重要課題として取り

組んでいます。今年４月には、奈良の未来を創る「５つの構想案」を掲げ、その一つとして、

雇用、消費、投資が県内で活発に循環することを目標とした「ポストベッドタウン奈良」構想

を位置づけました。その中で、「産業・雇用振興プロジェクト」を立ち上げ、今後の県の産業構

造のあるべき姿や、産業分野別の効果的な支援策、雇用の質の向上や雇用のミスマッチの解消

のための方策について、有識者などの意見を聴きながら検討を進めています。 

　本年は我が国の本格的な首都「平城京」が誕生して1300年の節目を祝う記念事業を実施し

ており、当初の目標を上回る多くの方にお越しいただき、県産業の活性化に寄与しているとこ

ろですが、今後も持続的な県産業の発展と安定した雇用環境を実現していくためには、企業の

皆様の活力が不可欠です。 

　このガイドブックでは、意欲ある企業のみなさんに活用していただけるよう、雇用に関する

助成金などの有益な情報を一冊にまとめてご紹介しております。大いにご活用いただき、活力

ある企業づくりに各種制度をご利用いただければ幸いに存じます 
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「奈良の企業支援ガイドブック〔雇用支援編〕」ご利用の手引き 
 

 

 

　このガイドブックは、中小企業者のみなさまや新たに事業を起こそうと考えている方々を対

象に、中小企業支援策等をご利用になる際の手引書として、雇用・労働関係助成金等を幅広く

紹介しています。 

　ご利用になりたい支援策を、６ページから１１ページの「インデックス」で目的別にお探しく

ださい。 

　なお、本年６月に発行しております、奈良県や国、支援団体等の経営支援策をまとめた「奈

良の企業支援ガイドブック〔経営支援編〕」と併せてご利用ください。 

 

　 注 意 点 

 

１　掲載されている内容は、各支援策の「概要」です。各支援策の活用に当たっては

併給調整が必要となる場合がありますので、実際の施策利用に際しては、詳細な内

容を関係機関にお問い合わせください。 

　　お問い合わせ先の電話番号については、各支援策のページに記載している他、巻

末にも掲載しております。 

２　掲載されている施策は、項目、要件、申請時期などが変更されている場合もあり

ますので、ご注意ください。 

３　このガイドブックは、特に注意がない限り、平成２２年１０月現在で編集されていま

す。 

 

 

　今後とも、より一層みなさまにとって使いやすいガイドブックの作成に努めて参りますので、

本冊子についてお気づきの点などございましたら、下記までご連絡ください。 
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インデックス　１ 

支    援    制    度    の    分    類 
Ⅰ　創業したい 
 
 
 
Ⅱ　新たに雇用したい 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ　雇用を維持したい 

1　雇用保険の受給資格者が創業 
2　高年齢者が共同して創業 
3　雇用失業情勢の改善の動きが 
　  弱い地域で創業 
1　特定求職者を雇用 
 
 
 
2　雇用機会の増大が必要な地域 
　  で雇用 
 
3　若年労働者の雇用 
 
 
 
 
4　介護労働者の雇用管理の改善 
 
 
5　試行雇用、実習型雇用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6　経営基盤の強化となる人材を 
　  雇用 
7　事業拡大に併せた雇用 
 
8　県内への工場・研究所の立地 
　  に際して雇用 
 
 
 
 
 
 
1　雇用調整 
 
2　定年引き上げや定年の定めの 
　  廃止等 

 
 
 
 
（１）高年齢者、障害者、母子家庭の母等を雇用 
 
（2）６５歳以上の方を雇用 
（3）建設業以外の事業主が建設業離職者を雇用 
（1）当該地域に居住する求職者を雇用 
（2）中核的人材を雇用 
 
（1）派遣労働者を長期間雇用 
（2）年長フリーター等を雇用 
 
（3）３年以内既卒者を正規雇用  
 
（1）介護人材を雇用 
（2）介護業務の未経験者を雇用 
 
（1）就職困難者を一定期間試行雇用 
 
（2）３年以内既卒者を一定期間試行雇用 
 
（3）求職者を実習型雇用により受入 
 
（4）実習型雇用終了後に雇用 
 
（5）新卒者のインターンシップ受入 
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支  援  の  概  要 支   援   項   目 ページ 
雇用保険の受給資格者が創業した場合の助成金 
高年齢者等が共同して創業した場合の助成金 

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域で創業することに 
伴い求職者を雇い入れた場合の助成金 

高年齢者、障害者等の就職が困難な方を雇い入れた場合 
の助成金 

６５歳以上の離職者を雇い入れた場合の助成金 
建設業を離職された方を雇い入れた場合の助成金 
地域求職者等を雇い入れた場合の助成金 

地域求職者の雇入れに伴い中核人材を受け入れた場合の 
助成金 

派遣先で派遣労働者を雇い入れた場合の奨励金 

年長フリーターや内定を取り消された学生等を雇い入れ 
た場合の奨励金 

大学等の既卒者を正規雇用した場合の奨励金 
 
雇用管理改善業務を担う介護人材を雇い入れた場合の助成金 

介護関係業務の未経験者を雇い入れ、定着させた場合の 
助成金 

特定の求職者を短期間の試行雇用として雇い入れた場合 
の奨励金 

卒業後も就職活動継続中の新規学卒者を有期雇用で育成 
し、正規雇用した場合の奨励金 

十分な技能・知識を有しない求職者を受け入れた場合の 
奨励金及び助成金 

実習型雇用終了後に対象者を常時雇用として雇い入れた 
場合の奨励金 

実習プログラムに沿った長期間の職場実習に新卒者を受 
け入れた場合の助成金を支給する制度 

中小企業事業主が経営基盤の強化に資する人材を雇い入 
れた場合の助成金 

特定の地域において雇用創出効果が見込まれる設備投資 
を行った場合の融資 

大規模立地において県内から新たに常用雇用した場合の 
補助金 

中規模立地において県内から新たに常用雇用した場合又 
は（県内外を問わず）大量に常用雇用した場合の補助金 

工場等の機能強化において県内から新規常用雇用した場 
合の補助金 

立地企業が人材確保の求人広告等を行う場合の補助金 
一定の要件を満たす企業立地に対する事業税等の軽減 

事業活動が縮小する中で雇用の維持に取り組んだ場合の 
助成金 

定年の引上げや定年の定めの廃止等を実施した事業主の 
方等への奨励金 

高年齢者の職域の拡大や外部の高年齢者の採用等を実施 
した事業主の方への奨励金 

事業主団体が傘下企業について定年引き上げや雇用確保 
措置の充実を実施した場合の奨励金 

受給資格者創業支援助成金 
高年齢者等共同就業機会創出助成金 

地域再生中小企業創業助成金 
 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助 
成金） 

特定求職者雇用開発助成金（高年齢者雇用開発特別奨励金） 
建設業離職者雇用開発助成金 
地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金） 

地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金（中核人材 
用）） 

派遣労働者雇用安定化特別奨励金 

若年者等正規雇用化特別奨励金（平成２４年３月３１日まで 
の時限措置） 

３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金（平成２４年 
３月３１日までの暫定措置） 

介護基盤人材確保等助成金 

介護未経験者確保等助成金 
 

試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金） 
 

３年以内既卒者トライアル雇用奨励金（平成２４年３月３１ 
日までの暫定措置） 

実習型試行雇用奨励金・実習型雇用助成金 
 

正規雇用奨励金（実習型） 
 

新卒者就職応援プロジェクト 
 

人材確保等支援助成金（中小企業基盤人材確保助成金） 
 
地域活性化・雇用促進資金 
 
奈良県企業立地促進補助金 
 
奈良県企業活力集積促進補助金 
 

奈良県企業定着促進補助金 
 
奈良県企業立地人材確保支援補助金 
奈良県企業立地促進優遇税制 

雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金 
 
定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金） 
 
定年引上げ等奨励金（高年齢者雇用モデル企業助成金） 
 
定年引上げ等奨励金（高年齢者雇用確保充実奨励金） 
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インデックス　2

支    援    制    度    の    分    類 
Ⅳ　労働者の再就職を援助 
　　 したい 
 
 
Ⅴ　障害者を雇用したい・ 
　　 雇用管理の改善を行い 
　　 たい 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅵ　雇用管理の改善を行い 
　　 たい 

1　雇用している労働者の再就職 
　  援助 
 
 
1　障害者の雇用 
 
 
 
 
 
 
 
2　障害者の雇用管理の改善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1　事業協同組合等が行う雇用管 
　  理の改善 
2　有期契約労働者等の雇用管理 
　  の改善 

 
 
 
 
（１）初めての障害者雇用 
 
（2）特例子会社の設立 
 
（3）発達障害者を雇用 
（4）難病のある人を雇用 
（5）精神障害者を試行雇用 
 
（１）作業施設、作業設備等の整備 
 
（2）福利厚生施設の整備 
（3）雇用管理のために必要な介助等の措置 
 
（4）職場適応援助者による援助 
 
（5）精神障害者が働きやすい職場づくり 
 
 
 
 
 
 
 
（6）通勤を容易にするための措置 
 
（7）障害者を多数雇い入れ、事業施設等を整備 
 
（8）障害者就業・生活支援センターの設立 
 
 
 
（1）契約労働者の雇用管理の改善 
 
 
 
（2）パートタイム労働者の雇用管理の改善 
 
 
 
 
 
 
（3）短時間正社員制度の実施 
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支  援  の  概  要 支   援   項   目 ページ 
離職を余儀なくされる労働者の再就職援助のための措置 
を講じた場合の助成金 

離職を余儀なくされる労働者の再就職援助を、職業紹介 
事業者に委託し再就職が実現した場合の助成金 

中小企業の事業主が初めて障害者を雇い入れた場合の奨 
励金 

特例子会社等を設立し、障害者を雇い入れた場合の助成 
金 

発達障害者を雇い入れた場合の助成金 
難病のある人を雇い入れた場合の助成金 

精神障害者等ステップアップ雇用により雇い入れた場合 
の奨励金 

作業施設、作業設備等の整備等を行う事業主の方への助 
成金 

福利厚生施設の整備等を行う事業主の方への助成金 

雇用管理のために必要な介助等の措置を行う事業主の方 
への助成金 

障害者に対する職場適応援助者による援助を行う社会福 
祉法人等または事業主の方への助成金 

精神障害者の支援の専門家を雇用・委嘱した場合の奨励 
金 

精神障害者の支援を担当する専門家を養成した場合の奨 
励金 

精神障害者と働くために役立つ講習を受講させた場合の 
奨励金 

精神障害者にピアサポートの業務を担当させた場合の奨 
励金 

通勤を容易にするための措置を行う事業主の方への助成 
金 

障害者を多数雇用し施設等の整備等を行う事業主の方へ 
の助成金 

障害者就業・生活支援センター設立の準備に要する費用 
に対する助成金 

事業協同組合等が構成中小企業者の雇用管理の改善を行 
った場合の助成金 

有期契約労働者を正社員に転換する制度を導入した場合 
の奨励金 

正社員と共通の処遇制度を導入した場合の奨励金 
正社員と共通の教育訓練制度を導入した場合の奨励金 

正社員と共通の評価・資格制度を導入した場合の助成金 
 

パートタイム労働者の能力・職務に応じた評価・資格制 
度を導入した場合の助成金 

パートタイム労働者を正社員へ転換した場合の助成金 

パートタイム労働者の健康診断制度を導入した場合の助 
成金 

短時間正社員制度を導入・運用する場合の助成金 

労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金） 
 

労働移動支援助成金（再就職支援給付金） 
 

障害者初回雇用奨励金（ファースト・ステップ奨励金） 
 

特例子会社等設立促進助成金 
 
発達障害者雇用開発助成金 
難治性疾患患者雇用開発助成金 

精神障害者等ステップアップ雇用奨励金及びグループ雇 
用奨励加算金 

障害者作業施設設置等助成金 
 
障害者福祉施設設置等助成金 

障害者介助等助成金 
 

職場適応援助者助成金 
 

精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用 
奨励金） 

精神障害者雇用安定奨励金（社内精神障害者支援専門家 
養成奨励金） 

精神障害者雇用安定奨励金（社内理解促進奨励金） 
 

精神障害者雇用安定奨励金（ピアサポート体制整備奨励 
金） 

重度障害者等通勤対策助成金 
 

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 
 
障害者就業・生活支援センター設立準備助成金 
 
人材確保等支援助成金（中小企業人材確保推進事業助成 
金） 

中小企業雇用安定化奨励金（正社員転換制度奨励金） 
 
中小企業雇用安定化奨励金（共通処遇制度奨励金） 
中小企業雇用安定化奨励金（共通教育訓練制度奨励金） 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金（資格・評価制度 
（共通）） 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金（資格・評価制度 
（パート）） 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金（正社員転換制度） 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金（健康診断制度） 
 
短時間正社員制度導入促進等助成金 
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１０ 

インデックス　3

支    援    制    度    の    分    類 
（Ⅵ　雇用管理の改善を行い 
　　 たい） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅶ　労働者の能力開発等を 
　　 行いたい 

3　育児・介護労働者の雇用管理 
　　の改善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4　建設労働者の雇用管理の改善 
 
 
 
 
 
 
5　退職金制度の設置 
 
1　雇用している労働者のキャリ 
　　ア形成 
 
 
 
 
 
 
2　雇い入れた求職者のキャリア 
　　形成 

（１）初めて育児休業者が出た場合 
 
（2）保育施設を事業所内に設置 
 
（3）労働者が育児・介護サービスを利用 
 
（4）育児休業取得者の代替要員を確保 
 
（5）短時間勤務制度の実施 
 
（6）職場復帰プログラムの実施 
 
（7）経済的支援の実施 
（8）介護福祉機器の導入 
（１）技能の向上のため教育訓練 
 
（2）雇用の改善 
（3）事業主団体が雇用の改善 
 
（4）事業主団体が人材育成を支援 
 
 
 
（１）職業訓練等の実施 
 
 
（2）職業能力検定の実施 
（3）建設事業主が教育訓練を実施 
 
（4）中小企業等が従業員研修を実施 
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支  援  の  概  要 支   援   項   目 ページ 

中小企業において初めて育児休業者が出た場合の助成金 
 

保育施設を事業所内に設置し、運営する場合の助成金 
 

労働者が育児・介護サービスを利用した費用の補助を行 
った場合の助成金 

育児休業取得者の代替要員を確保し、原職等に復帰させ 
た場合の助成金 

短時間勤務制度を設けて子育て期の労働者が利用した場 
合の助成金 

育児・介護休業取得者に対する職場復帰プログラムを実 
施した場合の助成金 

育児休業期間中に経済的支援を行った場合の助成金 
新たに介護福祉機器を導入した事業主に対する奨励金 

建設労働者の技能の向上のため教育訓練を行った場合の 
助成金 

建設労働者の雇用の改善を行った場合の助成金 

建設業の事業主団体が構成員である建設事業主に雇用さ 
れる建設労働者の雇用の改善を行った場合の助成金 

建設業の事業主団体が、小学校、中学校、高校等におけ 
るキャリア教育への支援を行った場合の助成金 

単独で退職金制度を設けることができない中小企業につ 
いて事業主の相互共済と国の支援により設置 

労働者に職業訓練等を受けさせる場合の助成金 

中小企業労働力確保法に基づく改善計画の認定を受けた 
事業主が、職業訓練を実施した場合の助成金 

労働者に職業能力検定等を受けさせる場合の助成金 

建設業以外の新分野へ進出する中小建設事業主の方への 
助成金 

中小企業等が従業員研修を実施した場合の、費用の一定 
割合を法人税・所得税から税額控除 

雇用機会が著しく不足している地域の事業主が求職者を 
雇い入れ、職業訓練を実施した場合の助成金 

障害者等に職業訓練等を受講させた場合の助成金を支給 
する制度 

育児・介護雇用安定等助成金（中小企業子育て支援助成 
金）（平成２４年３月３１日までの時限措置） 

育児・介護雇用安定等助成金（事業所内保育施設設置・ 
運営等助成金） 

育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助 
成金（育児・介護費用等補助コース）） 

育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助 
成金（代替要員確保コース）） 

育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助 
成金（子育て期の短時間勤務支援コース）） 

育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助 
成金（休業中能力アップコース）） 

育児休業取得促進等助成金（育児休業取得促進措置） 
介護労働者設備等整備モデル奨励金 

人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金） 
 
人材確保等支援助成金（建設事業主雇用改善推進助成金） 

人材確保等支援助成金（建設事業主団体雇用改善推進助 
成金） 

人材確保等支援助成金（建設業人材育成支援助成金） 
 

中小企業退職金共済制度 
 
キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金） 

中小企業雇用創出等能力開発助成金 
 
キャリア形成促進助成金（職業能力評価推進給付金） 

建設業新分野教育訓練助成金 
 
中小企業等基盤強化税制 
 
地域雇用開発能力開発助成金 
 
職場適応訓練制度 

６９ 
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　雇用保険の受給資格者自らが創業し、創業後１年以内に労働者を雇い入れて雇用保険の適用事業主となっ
た場合に、創業に要した費用の一部を助成します。 
 
 
概要 
　雇用保険の受給資格者（※１）が、あらかじめ労働局又はハローワークに「法人等設立事前届」を提出した上
で法人を設立し（※２）、設立日（※３）から１年以内に、労働者を一般被保険者（※４）として雇い入れ、雇用保険の
適用事業主となった場合、法人等の設立・運営に要した費用の一部を助成します。 
※１　離職日における算定基礎期間が５年以上あり、かつ、法人等設立日の前日において、支給残日数が１日以上ある受

給資格者に限ります。 

※２　個人事業主が開業すること、及び第三者が設立している法人に出資し当該法人の代表者となることを含みます。 

※３　個人事業主の場合は、開業日又は労働者を雇い入れた日のうちいずれか早い日を指します。 

※４　単に一般被保険者を雇用するのではなく、助成金を受給された後も当該労働者を引き続き、相当期間雇用すること

が確実であると認められることが条件となります。 

 
【助成額】 
　法人の設立・運営に要した費用の１/３（上限１５０万円） 
　ただし、法人等設立後１年以内に２人以上労働者を一般被保険者として雇い入れた場合は、５０万円の上
乗せ 
 
 
　助成対象となる費用は、第１回目の支給申請時までに支払が完了したものに限られます。 
　なお、助成対象となる費用のうちの一部については、法人の設立の日から起算して３か月の期間内に
支払の発生原因が生じていない場合は、助成対象となりません。 
　また、法人への出資金、不動産購入費、原材料・消耗品購入費、人件費、光熱水料、税金等は助成対
象となりません。 
【助成対象となる費用の例】 
　法人等の設立に要した経費（経営コンサルタント等の相談費用、出資金払込手数料等）、運営経費（事
務所・店舗等の賃借料、内外装工事費、設備・備品・車両等の購入費、機器のリース料等）、職業能力
開発経費（講習・研修会等の受講費用等）、雇用管理の改善に要した経費（労働者の募集、就業規則の
策定に係る経費等） 

 雇用保険の受給資格者が創業 

受給資格者創業支援助成金 

１２ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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趣旨・目的 

概　　　要 

高年齢者等共同就業機会創出助成金 

　４５歳以上の高年齢者等３人以上が共同して新たに法人を設立し、労働者を雇い入れ、継続的な雇用・就業
機会を創設した場合に、当該事業の開始に要した一定範囲の費用について、５００万円を上限に助成します。 
 
 
 
【支給対象事業主】次のいずれにも該当する新たに設立された法人の事業主 
１．次のいずれにも該当する４５歳以上の高年齢者等３人以上がそれぞれ出資し、設立した法人であること。 
　（１）法人の設立登記の日から当該法人において就業（専業）しており、他の事業主の雇用労働者、他の

法人の役員又は個人事業主でない者 
　（２）法人の設立登記の日から起算して１年前の日から当該法人設立登記の日の前日までの期間にア～エ

に当てはまらない者であること。 
　　　ア　自己の責めに帰すべき重大な理由によって解雇された者 
　　　イ　正当な理由がなく自己の都合によって退職した者（退職時の年齢が６０歳以上の場合を除く。） 
　　　ウ　個人事業主であった者 
　　　エ　法人の役員（雇用労働者を除く。）であった者 
 
２．高齢創業者のうち、いずれかの者が当該設立法人の代表者であること。 
 
３．高齢創業者の議決権の合計が総社員又は総株主の議決権の過半数を占めている法人であること。 
 
４．法人の最初の事業年度末における自己資本比率が５０％未満である事業主であること。 
 
５．支給申請日までに４５歳以上６５歳未満の者を、雇用保険被保険者として１人以上雇い入れ、かつ、その後
も継続して雇用していること。 
 
６．法人の設立登記の日から６か月以上事業を営んでいること。 
 
７．高年齢者等共同就業機会創出事業計画書を独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構から関係業務を受託
した法人経由で高障機構に提出し、認定を受けた事業主であること。 
 
８．継続性を有する事業計画書に基づき事業を行う事業主であること。等 
 
【支給対象経費】次の１及び２の合計額（人件費その他対象とならない経費があります。） 
１．法人設立に要した費用（１５０万円上限） 
　　法人設立に必要な最低限の期間（法人の設立登記前概ね１か月程度）に費用が発生したもの。 
 
２．法人の運営に要する費用 
　　法人の設立登記の日から起算して６か月の期間内に費用が発生したもの。 
 
【支給金額】 

　支給金額（千円未満切り捨て）＝支給対象経費の合計額×２／３（最大５００万円まで） 

 高年齢者が共同して創業 

１３ 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２ー３０ー２２４５（Ｐ９２，№３２） 
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 雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域で創業 

地域再生中小企業創業助成金 

１４ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、地域再生事業を行う法人を設立又は個人事業を開業し、
雇用保険の一般被保険者として労働者を１人以上雇い入れた場合、創業に係る経費の一部及び雇入れの人数
に応じて一定額を助成します。 
 
 
 
　雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域（※１）において、地域再生事業（※２）を行う法人を設立又は個人事業を
開業（以下「法人等の設立等」といいます。）し、それに伴い、雇用保険の一般被保険者として労働者を１
人以上雇い入れ、６か月以上雇用した場合に、一定の要件を満たせば、創業に係る経費の一部及び雇入れの
人数に応じて一定額を助成します。 
 
※１　奈良県は、雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域に該当します。 

　　　また、この地域は、第１種地域再生中小企業創業助成金の適用地域及び第２種地域再生中小企業創業助成金が適用

される地域の２つに区分され、奈良県は第２種となっています。 

　　　なお、第２種には、創業に当たって、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府及び兵庫県か

ら第２種の地域への住所又は居所の変更が必要な転入を行った場合（以下「Ｕ・Ｉターン」といいます。）も含まれ

ます。 

※２　地域再生事業とは、奈良県等からなる協議会等が定める雇用創出に資する重点産業分野で当該協議会等が奈良労働

局へ届け出た地域再生分野に該当する事業です。奈良県は飲食料品小売業、その他の小売業、飲食店、食料品製造業、

情報サービス業、宿泊業の６分野となっております。 

 
１．創業支援金 
　法人等の設立等の日から起算して６か月以内に要し、かつ６か月以内に支払った対象経費の合計額に以
下の割合を乗じた額が支給されます。 
　（１）第２種（Ｕ・Ｉターンの場合）の場合　合計額の１／２ 
　　対象労働者５人以上雇い入れた場合　上限額 １，０００万円 
　　対象労働者５人未満雇い入れた場合　上限額   ６００万円 
　（２）第２種（Ｕ・Ｉターンの場合を除く）の場合　合計額の１／３ 
　　対象労働者５人以上雇い入れた場合　上限額   ５００万円 
　　対象労働者５人未満雇い入れた場合　上限額   ３００万円 
 
２．雇入れ奨励金 
　　第２種の場合  対象労働者１人につき３０万円（上限１００人） 
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１５ 

 高年齢者、障害者、母子家庭の母等を雇用 

特定求職者雇用開発助成金 
（特定就職困難者雇用開発助成金） 

問い合わせ先 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　高年齢者、障害者、母子家庭の母等の就職が特に困難な方を、ハローワーク等の紹介により、継続して雇
用する労働者として雇い入れた場合、賃金の一部を助成します。 
 
 
 
　下表の求職者を、ハローワーク等（※１）の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入れた場合（※２）、
下表に掲げる額を支給します。 
※１　ハローワーク、地方運輸局及び雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事

業者及び無料船員職業紹介事業者 

※２　助成金の支給終了後も引き続き相当期間雇用することが確実な場合に限ります。 

 
【短時間労働者（※３）以外】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【短時間労働者】 
 
 
 
 
 
 
（　）内は中小企業事業主に対する支給額 

※３　１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の者を指します。 

※４　雇入れ日現在の満年齢が６５歳未満の者に限ります。 

※５　表中の者以外に、以下の者も対象労働者となります。 

　　　中国残留邦人等永住帰国者、北朝鮮帰国被害者等、認定駐留軍関係離職者（４５歳以上）、漁業離職者求職手帳所持

者（４５歳以上）、一般旅客定期航路事業等離職者求職手帳所持者（４５歳以上）、認定港湾運送事業離職者（４５歳以上）。 

対　　象　　者　（※４） 支　給　額 

高年齢者（６０歳以上６５歳未満）、母子家庭の母等 （※５） 

身体・知的障害者 

重度障害者等（重度障害者、４５歳以上の障害者、精神障害者） 

５０（９０）万円 

５０（１３５）万円 

１００（２４０）万円 

助成対象期間 

１年 

１年（１年６か月） 

１年６か月（２年） 

対　　象　　者　（※４） 支　給　額 

高年齢者（６０歳以上６５歳未満）、母子家庭の母等 （※５） 

障害者 

３０（６０）万円 

３０（９０）万円 

助成対象期間 

１年 

１年（１年６か月） 



再
就
職
支
援 

障
害
者
雇
用 

雇
用
管
理
・
改
善 

能
力
開
発 

雇
用
の
維
持 

新
た
な
雇
用 

創
　
　
　
業 

１６ 

趣旨・目的 

概　　　要 

特定求職者雇用開発助成金 
（高年齢者雇用開発特別奨励金） 

　高年齢者（６５歳以上の方）をハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れた場
合、賃金の一部を助成します。 
 
 
 
　雇入れ日の満年齢が６５歳以上の離職者（※１）を、ハローワーク等（※２）の紹介により、一週間の所定労働時間
が２０時間以上の労働者として雇い入れた場合（※３）、下表に掲げる額を支給します。 
 
※１　以下の要件を満たす者に限ります。 

　　①雇入れに係る事業主以外の事業主と一週間の所定労働時間が２０時間以上の雇用関係にない者 

　　②雇用保険又は船員保険の被保険者資格を喪失した離職の日から３年以内に雇い入れられた者 

　　③雇用保険又は船員保険の被保険者資格を喪失した離職の日以前１年間に被保険者期間が６月以上あった者 

 
※２　ハローワーク、地方運輸局及び雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事

業者及び無料船員職業紹介事業者。 

 
※３　１年以上継続して雇用する事が確実な場合に限ります。 

 ６５歳以上の方を雇用 

問い合わせ先 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 

一週間の所定労働時間 

３０時間以上 

２０時間以上３０時間未満 

支　給　額 

５０（９０）万円 

３０（６０）万円 

（　）内は中小企業に対する支給額 
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１７ 

 建設業以外の事業主が建設業離職者を雇用 

建設業離職者雇用開発助成金 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　４５歳以上６０歳未満の建設業離職者を、ハローワーク等の紹介により、雇い入れた建設業以外の事業主に対
し、賃金の一部を助成します。 
 
 
 
　建設業以外の事業主が雇入れ日の満年齢が４５歳以上６０歳未満の建設業離職者（※）を、ハローワーク等の紹
介により、平成２２年２月８日から平成２３年３月３１日までの間に雇用保険の一般被保険者（短時間労働者を
除く）として雇い入れ、助成金の支給対象期間（１年間）及び当該期間経過後も引き続き雇用する場合、下
表に掲げる額を支給します。 
 
※　以下の要件を満たす者に限ります。 

①雇入れ日の前日から過去１年間において、公共職業訓練等又は緊急人材育成支援事業による基金訓練を受講していな

い。 

②雇入れ日の前日から過去１年間において、６か月間以上、建設事業を行う事業所において建設事業に従事していた（複

数の事業所で建設事業に従事した場合は、その期間の合計）［建設事業に従事した事業所（１か所で可）に係る雇入

通知書、雇用契約書又は給与等の支払いがわかる資料が必要です］あるいは、雇入れ日の前日から過去１年間におい

て、建設事業を行っていた個人事業主又は同居の親族のみを使用する事業主であった［建設業の許可証、廃業届、所

得税申告書等建設事業を行っていたことがわかる資料が必要です］。 

６か月経過後 

中 　 小 　 企 　 業 

中小企業以外の企業 

４５万円 

２５万円 

１２か月経過後 

４５万円 

２５万円 

計 

９０万円 

５０万円 
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趣旨・目的 

概　　　要 

地域雇用開発助成金 
（地域求職者雇用奨励金） 

　雇用機会が特に不足している地域等において、要した経費が３００万円以上の事業所の設置・整備あるいは
創業に伴い、当該地域に居住する求職者等を３人（創業については２人）以上雇い入れた場合、一定額を助
成します。 
 
 
 
　同意雇用開発促進地域（※１）又は過疎等雇用改善地域（※２）において、地域求職者等を継続して雇用する労働
者（雇用保険の一般被保険者）として雇い入れ、かつ、それに伴い事業所の設置・整備を行った事業主に対
して、雇い入れた労働者の数及び設置・整備に要した費用に応じて、下表に掲げる額を１年ごとに３回支給
します。 
※１　県内の対象地域 

　　北和地域（奈良市、天理市、生駒市、山添村） 

　　中和地域（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町、

桜井市、宇陀市、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、東吉野村、大和郡山市、平群町、三郷町、

斑鳩町、安堵町） 

※２　県内の対象地域 

　　五條市、宇陀市（旧宇陀郡菟田野町、旧同郡室生村の区域）、山辺郡（山添村）、宇陀郡（曽爾村、御杖村）、吉野郡

（吉野町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（　）は創業の場合 

※　上記費用に関しては、対象となる範囲等が定められています。 
 

　また、雇い入れた対象労働者が、事業主都合による解雇等により、前職を離職していた場合、第２回目以
降の支給時期に在職しているものの数（最大５人まで。補充者は含まれません。）に応じ、１人につき５０万
円の追加助成を行います。 

 当該地域に居住する求職者を雇用 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

設置・整備に要した費用 

 ３００万円以上 １,０００万円未満 

 １,０００万円以上 ５,０００万円未満 

 ５,０００万円以上 

４０万円 

１８０万円 

３００万円 

対　象　労　働　者　の　数 

３（２）～４人 

６５万円 

３００万円 

５００万円 

５～９人 

９０万円 

４２０万円 

７００万円 

１０～１９人 

１２０万円 

５４０万円 

９００万円 

２０人以上 
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 中核的人材を雇用 

地域雇用開発助成金 
（地域求職者雇用奨励金（中核人材用）） 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　雇用機会が特に不足している地域等において、新たな事業展開に資すると認められる中核人材労働者を受
け入れ、それに伴い、受け入れた中核人材労働者の数の２倍以上の数の当該地域に居住する求職者を雇い入
れた場合、受け入れた中核人材労働者の人数に応じて一定額を助成します。 
 
 
 
　同意雇用開発促進地域（※１）において、中核人材労働者（※２）を受け入れ、かつ、それに伴い受け入れた中核
人材労働者数の２倍以上の地域求職者を継続して雇用する労働者（雇用保険の一般被保険者）として雇い入
れた場合に、受け入れた中核人材労働者の人数（上限５人まで）に応じて、以下の額を２回に分け、半年ご
とに支給します。 
 
　中核人材労働者１人あたり　１００万円（中小企業　１４０万円） 
　ただし、同意自発雇用創造地域（※３）の地域重点分野に該当する事業主の場合 
　中核人材労働者１人あたり　１５０万円（中小企業　２１０万円） 
 
※１　県内の対象地域 
　　北和地域（奈良市、天理市、生駒市、山添村） 

　　中和地域（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町、

桜井市、宇陀市、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、東吉野村、大和郡山市、平群町、三郷町、

斑鳩町、安堵町） 

※２　中核人材労働者とは、熟練技能者（生産工程に係る業務に７年間以上従事していた者）、製品・技術
の開発担当者（技術系の大学の教育課程を修了し、又はこれと同等以上の専門的知識を有し、かつ製品・
技術開発、生産管理、技術指導の業務に７年間以上従事していた者）又は新分野進出等により新たに発
生する事業における業務に就く者（事務的・技術的な業務の企画・立案、指導を行うことができる専門
的な知識を有するか、部下を指揮・監督する業務に従事する課長相当職以上の者で年収４００万以上（賞
与を除く）の賃金の者）をいいます。 

※３　県内の対象地域 
　　十津川村 
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趣旨・目的 

概　　　要 

派遣労働者雇用安定化特別奨励金 

　６か月を超える期間継続して労働者派遣を受け入れていた業務に、派遣労働者を無期又は６か月以上の有
期で直接雇い入れた場合、奨励金を支給します。 
 
 
 
　派遣労働者を直接雇い入れてから６か月、１年６か月、経過後、下表に掲げる額を支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［注］労働者派遣法第４０条の４（※１）及び４０条の５（※２）の雇用契約の申込対象とならないも のであること。 
 

※１　第４０条の４について 

　　　派遣受け入れ期間に制限がある業務について、抵触日以降も同一業務で派遣労働者を使用しようとする場合は、雇

用契約の申込の対象となるため、この奨励金の支給対象とはなりません。 

※２　第４０条の５について 

　　　派遣期間の制限がない業務（２６業務）について、同一業務に同一労働者を３年以上超えて受け入れており、その

者を同一業務で雇い入れる場合は、雇用契約の申込対象者となるため、この奨励金の対象とはなりません（雇い入れ

た業務が、派遣で受け入れていた業務と別の業務 であれば、支給対象となります。）。 

 派遣労働者を長期間雇用 

問い合わせ先 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 

６か月以上の期間の定めのある 
労働契約の場合 

期間の定めのない労働契約の場合 

大 企 業 

 

 

中小企業 

計　５０万円 

 

 

計１００万円 

６か月経過後 

１年６か月経過後 

２年６か月経過後 

６か月経過後 

１年６か月経過後 

２年６か月経過後 

２５万円 

１２万５千円 

１２万５千円 

５０万円 

２５万円 

２５万円 

計　２５万円 

 

 

計　５０万円 

６か月経過後 

１年６か月経過後 

２年６か月経過後 

６か月経過後 

１年６か月経過後 

２年６か月経過後 

１５万円 

５万円 

５万円 

３０万円 

１０万円 

１０万円 
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 年長フリーター等を雇用 

若年者等正規雇用化特別奨励金 
（平成２４年３月３１日までの時限措置） 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　年長フリーター等（２５歳以上４０歳未満）や採用内定を取り消されて就職先が未決定の学生等を、ハローワ
ーク等の紹介により正規雇用する場合、一定期間経過後に奨励金を支給します。 
 
 
 
　年長フリーター等（※１）や採用内定を取り消された学生等（※２）を正規雇用した場合、対象者１人につき、中
小企業は１００万円、大企業は５０万円の奨励金を、下表のとおり３回に分けて支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１　年長フリーター等の正規雇用について 

①ハローワーク又は地方運輸局に奨励金の対象となる年長フリーター等の求人枠を設けて正規雇用する場合 

　・ハローワーク又は地方運輸局からの紹介によること 

　・対象者の雇入れ日現在の満年齢が２５歳以上４０歳未満 

　・雇入れ日前１年間に雇用保険の一般被保険者でなかった者、その他職業経験、技能、知識等の状況から奨励金の

活用が適当であると安定所長又は地方運輸局長が認める者 

②トライアル雇用後に引き続き正規雇用する場合 

　・トライアル雇用開始日の満年齢が２５歳以上４０歳未満 

　・トライアル雇用開始日前１年間に雇用保険の一般被保険者でなかった者 

③有期実習型訓練修了者〈※〉を正規雇用する場合 

　・有期実習型訓練修了後の雇入れ日（有期実習型訓練を受けさせていた事業主が、当該訓練生を正規雇用した場合

は訓練開始日）現在の満年齢が２５歳以上４０歳未満 

　※「有期実習型訓練修了者」とは、企業現場における実習（ＯＪＴ）と教育訓練機関等における座学（ＯＦＦ－ＪＴ）

とを組み合わせた実践的な職業訓練を修了した者。 

※２　採用内定を取り消された学生等の正規雇用について 

　・ハローワーク又は地方運輸局に奨励金の対象となる求人を提出し、採用内定を取り消されて就職先が未決定の新規

学校卒業者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により正規雇用すること 

　・対象者の雇入れ日現在の満年齢が４０歳未満 

支　給　申　請　時　期 

正規雇用後、半年経過後（１回目） 

正規雇用後、１年半経過後（２回目） 

正規雇用後、２年半経過後（３回目） 

支　　　給　　　額 

２５万円（中小企業は５０万円） 

１２万５千円（中小企業は２５万円） 

１２万５千円（中小企業は２５万円） 
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趣旨・目的 

概　　　要 

3年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金 
（平成２４年３月３１日までの暫定措置） 

　大学等を卒業後３年以内の既卒者を正規雇用として雇い入れた場合、正規雇用での雇入れから６か月経過
後に奨励金を支給します。 
 
 
 
【対象者】 
　　大学等を卒業後３年以内の既卒者で、１年以上継続して同一の事業主に正規雇用された経験がない人。 
　　※大学等とは、大学、大学院、短大、高専および専修学校等をいいます。 

　　※ハローワークまたは新卒応援ハローワークに求職登録をしている人に限ります。 

　　※平成２２年度においては、平成２０年３月以降に大学等を卒業した人が対象となります。 

 
【支給対象事業主】 
　卒業後３年以内の大卒者等も応募可能な求人をハローワークまたは新卒応援ハローワークに提出し、そ
こからの紹介により、卒業後３年以内の大卒者等を正規雇用として雇い入れた事業主。 
※正規雇用として雇い入れるとは、「雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の所定労働時間が通常の労働者と

同程度である労働契約を締結し、雇用保険の一般被保険者（ただし１週間の所定労働時間が３０時間未満の者を除

く）として雇用する場合」を指します。 

 
【支給額】 
　　正規雇用での雇入れから６か月経過後に、１００万円を支給 
　　※奨励金の支給は同一事業所に１回（１００万円）限りとなります。 

 ３年以内既卒者を正規雇用 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
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 介護人材を雇用 

介護基盤人材確保等助成金 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
（財）介護労働安定センター 奈良支所 ＴＥＬ：０７４２ー３５ー２７０１（Ｐ９２，№３３） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　新サービスの提供等に伴い、雇用管理改善に関連する業務を担う人材として特定労働者（※）を雇い入れた
場合に事業主（企業単位）に助成します。 
 
 
 
　最初の特定労働者（※）の雇入れの日から起算して６か月の期間に限り、特定労働者１人あたり７０万円を限
度に支給します。 
　なお、支給の対象となる特定労働者数は、１事業主当たり（企業単位）３人までです。最初の特定労働者
の雇入れから６か月間の助成対象期間に限り、助成金が支給されます。 
 
※　特定労働者は、次の①～④までのいずれかに該当する方で、①～③については１年以上保健医療サービス又は福祉サ

ービスの提供に従事した経験を持つ方、④についてはサービス提供責任者としての経験を１年以上持つ方です。なお、

①については、雇入れ日までに登録を受けている方が対象となります。 

 

　　　　①社会福祉士又は介護福祉士　　　②介護職員基礎研修終了者 

　　　　③訪問介護員（１級）　　　　　　④サービス提供責任者 
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趣旨・目的 

概　　　要 

介護未経験者確保等助成金 

　介護関係業務の未経験者を雇用保険一般被保険者（週所定労働時間が３０時間未満の者を除く。）として雇
い入れた場合で、１年以上継続して雇用することが確実であると認められる場合に、事業主（企業単位）へ
の支援として助成します。 
 
 
 
　対象労働者１人につき６か月の支給対象期ごとに２５万円（１年間で５０万円）を支給します。ただし、対象
となる介護関係業務の未経験者が次のいずれにも該当する者（「介護参入特定労働者」といいます。）である
場合は、１人につき６か月の支給対象期ごとに５０万円（１年間で１００万円）を支給します。 
 
　・雇入れ日において２５歳以上４０歳未満の者 
　・雇入れ日の前日から起算して１年前までの間に、雇用保険一般被保険者でなかった者 
 
　助成対象期間は、対象労働者の雇入れ日から起算して１年間です。助成対象期間の最初の６か月を支給対
象期の第１期、第１期の直後の６か月を支給対象期の第２期といい、支給は第１期・第２期に分けて行いま
す。ただし、賃金締切日が定められている場合は、雇入れ日の直後の賃金締切日の翌日が助成対象期間の起
算日となります。賃金締切日に雇い入れた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切日の翌日に雇い入れた場合は雇
入れ日が起算日となります。詳しくは労働局にご相談ください。 
 
　なお、支給の対象となる労働者数は、対象労働者の雇入れ日において、申請事業主（企業単位）の雇用す
る雇用保険被保険者の総数が３００人未満の場合６人まで、３００人以上５００人未満の場合１２人まで、５００人以上
の場合２０人までです（上限２０人）。 
※　最初の対象労働者の雇入れ日が、平成２２年４月１日以降について適用。 

 介護業務の未経験者を雇用 

問い合わせ先 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
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 就職困難者を一定期間試行雇用 

試行雇用奨励金 
（トライアル雇用奨励金） 

問い合わせ先 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　職業経験、技能、知識等から就職が困難な特定の求職者を、ハローワーク等の紹介により、一定期間試行
雇用した場合、奨励金を支給します。 
 
 
 
　次の①から⑦（地方運輸局については、①、②及び④）の求職者を、ハローワーク又は地方運輸局の紹介
により、一定期間試行雇用した場合、対象労働者１人につき、月額４０，０００円（最大３か月間）支給されます。 
 
　　①４５歳以上の中高年齢者 
　　②４０歳未満の若年者等 
　　③母子家庭の母等 
　　④季節労働者 
　　⑤中国残留邦人等永住帰国者 
　　⑥障害者 
　　⑦日雇労働者・住居喪失不安定就労者・ホームレス 
 
◎事業主の方には、トライアル雇用の趣旨をよくご理解いただいた上で、事前にハローワークに提出する必
要があります。 

公共職業安定所長がトライアル雇用が 
適当であると認める者 
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趣旨・目的 

概　　　要 

3年以内既卒者トライアル雇用奨励金 
（平成２４年３月３１日までの暫定措置） 

　卒業後も就職活動を継続中の新規学卒者の方（高校・大学等を卒業後３年以内の方）を正規雇用へ向けて
育成するために、まずは有期雇用（原則３か月）で雇用し、その後、正規雇用に移行させた事業主の方に奨
励金を支給します。 
 
 
 
【支給対象事業主】 
　既卒者トライアル求人をハローワークまたは新卒応援ハローワークに提出し、ハローワークまたは新卒
応援ハローワークからの紹介により、原則３か月間の有期雇用として雇い入れ、その後に正規雇用で雇い
入れた事業主。 

　※「既卒者トライアル求人」とは、高校・大学等を卒業後３年以内で、現在も就職活動を継続中の方を対象に、その後

の正規雇用を視野に入れた３か月以内の有期雇用契約を行う求人です。 

　※「正規雇用する場合」とは、「雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の所定労働時間が通常の労働者と同程度

である労働契約を締結し、雇用保険の一般被保険者（ただし、１週間の所定労働時間が３０時間未満の者を除く）と

して雇用する場合」を指します。 

　 
【対象となる未内定新卒者の条件】 
　○平成２０年３月以降の新規学卒者で就職先が未決定（平成２２年度の新規学卒者については、卒業日以降に
本制度を利用できます）。 

　※中学校、高校、高専、大学（大学院、短大を含む）、専修学校等の新規学卒者が対象です。 

　○卒業後安定した職業に就いた経験がない（１年以上継続して同一の事業主に正規雇用された経験がない）。 
　○４０歳未満。 
　○ハローワークまたは新卒応援ハローワークに求職登録を行い、就職先が未決定で、正規雇用の実現のた
めには既卒者トライアル雇用を経ることが適当であると公共職業安定所長が認める者。 

 
【支給額】 
　○有期雇用期間（原則３か月）・・・・・・・対象者１人につき月額１０万円（最大３０万円） 
　○有期雇用終了後の正規雇用での雇入れ・・・対象者１人につき５０万円 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（雇入れから３か月経過後に支給） 
　※有期雇用終了後、対象者が正規雇用へ移行しなかった場合でも、原則として有期雇用期間は奨励金の支給対象とな

ります。 

 ３年以内既卒者を一定期間試行雇用 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
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 求職者を実習型雇用により受入 

実習型試行雇用奨励金･実習型雇用助成金 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業安定課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０８（Ｐ９２，№２７） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　新規成長・雇用吸収分野等において、十分な技能・経験を有しない求職者（緊急人材育成支援事業による
職業訓練修了後、一定期間（１か月）経過しても就職が決まっていない者）を実習型雇用により受け入れる
事業主の方に対して支給されます。 
 
 
 
　事業主は、ハローワークが紹介する対象者を一定期間（原則６か月ですが、事業主と対象者との合意によ
り、４か月又は５か月の期間を設定できます。ただし、３か月以下や６か月を超えることはできません。）
雇用し、実習等により企業の人材ニーズに合った人材育成を図ることで、対象者の早期再就職を図るととも
に、企業の人材確保の促進を図ります。  
 
【支給額】 
　　実習型雇用を行った事業主には、国からそれぞれ次の奨励金と助成金が支給されます。 
　　○実習型試行雇用奨励金  

　実習型雇用を行う事業主には、対象者１人につき雇い入れた日から１か月単位で月額４万円が最長
３か月支給されます。 

　　○実習型雇用助成金 
　実習型雇用を行う事業主には、対象者１人につき雇い入れた日から１か月単位で最初の３か月は月
額６万円が支給され、４か月目以降から６か月目まで月額１０万円が支給されます。 
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趣旨・目的 

概　　　要 

正規雇用奨励金（実習型） 

　実習型試行雇用奨励金・実習型雇用助成金を受給した事業主が、実習型雇用終了後に対象者を常用雇用と
して雇い入れ、一定期間職場定着した場合、１人当たり最大１００万円が支給されます。 
 
 
 
１．支給対象期 
　（１）第１期　正規雇用基準日から、正規雇用基準日（※）から起算して６か月の日まで 
　（２）第２期　正規雇用基準日から起算して６か月の日の翌日から、正規雇用基準日から起算して１年の 
　　　　　　　　日まで 
　　　　 ※正規雇用基準日とは、実習型雇用終了後、常用雇用を開始した日をいいます。 

 
２．支給額 
　（１）第１期　５０万円  
　（２）第２期　５０万円 

 実習型雇用終了後に雇用 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業安定課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０８（Ｐ９２，№２７） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
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 新卒者のインターンシップ受入 

新卒者就職応援プロジェクト 

問い合わせ先 
奈良県中小企業団体中央会 ＴＥＬ：０７４２ー２２ー３２００（Ｐ９２，№３４） 
近畿経済産業局 地域経済部 産業人材政策課 
 ＴＥＬ：０６ー６９６６ー６０１３（Ｐ９２，№３５） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　新卒者の方を対象に、採用意欲のある中小企業の現場等において、実習プログラムに沿った長期間の職場
実習を行った場合に、受入企業と実習生に助成金を支給します。 
 
 
 
　採用意欲のある中小企業の現場等において、実習プログラムに沿った長期間の職場実習（インターンシッ
プ）を実施するものです。コーディネート機関が、事前カウンセリングから実習終了までをきめ細かく支援
します。 
 
【対象者】（１万人程度） 
　平成１９年９月以降に、高等学校、高等専門学校、大学、大学院、短大、専修学校等を卒業（卒業予定含
む）し、現在、在職中でない方 
 
【受入企業】 
　　〈業種：従業員規模・資本金規模〉 
　　　製　造　業・その他の業種：３００人以下又は３億円以下 
　　　卸　売　業：１００人以下又は１億円以下 
　　　小　売　業：５０人以下又は５，０００万円以下 
　　　サービス業：１００人以下又は５，０００万円以下 
　　◇メリット 
　　　１　人材が見つかる 
　　　　　職場実習期間を通じて自社にマッチした人材を見極めることができます。 
　　　２　助成金が支給されます 
　　　　　教育訓練費助成金が支給されます。 
　　　３　ノウハウがなくても安心 
　　　　　職場実習を円滑に実施するカリキュラムが提供されますので、ノウハウがなくても安心。 
　　　　　キャリアカウンセラー等専門家からアドバイスも受けられます。 
 
【実習】 
　　期間：原則６か月間 
　　内容：実習プログラム等に沿って実施 
　　　　　（技能・ノウハウ等の習得を目指すものです。非正規社員、アルバイト等の代替ではありません。） 
 
【助成金】 
　　受入企業に対し日額３，５００円を支給 
　　（参考）実習生には日額７，０００円を支給 
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趣旨・目的 

概　　　要 

人材確保等支援助成金 
（中小企業基盤人材確保助成金） 

　改善計画（※）の認定を受けた中小企業者が、新分野進出（創業・異業種進出）又は生産性の向上に必要な
人材を雇い入れた場合に助成します。 
※改善計画とは、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法

律に基づき、中小企業事業主等が労働時間等の設定の改善、新分野進出に伴い必要となる労働者に対しての雇用管理の

改善等について取り組む計画のことです。 

 
 
 
　対象労働者を雇い入れた日の直後の賃金締切日の翌日から起算して６か月ごとに、以下の金額を２回に分
けて支給します。 
 
　新分野進出　１人当たり　１４０万円（７０万円×２回。最大５人まで） 
　生産性向上　１人当たり　１７０万円（８５万円×２回。最大５人まで） 
 
　新分野進出を図ろうとする場合は２５０万円以上、生産性の向上を図ろうとする場合は３００万円以上の設備
の設置又は整備を行う必要があります。 
 
　申請事業主において、新分野進出は年収３５０万円以上（賞与等を除く）、生産性の向上は年収４５０万円以上
（賞与等を除く）支払われていることが必要です。 

 経営基盤の強化となる人材を雇用 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４ー２２ー５３０２（Ｐ９２，№３７） 
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 事業拡大に併せた雇用 

地域活性化・雇用促進資金 

問い合わせ先 
（株）日本政策金融公庫 奈良支店 中小企業事業 
 ＴＥＬ：０７４２ー３５ー９９１０（Ｐ９３，№３８） 
相談センター（フリーダイヤル） ＴＥＬ：０１２０ー１５４ー５０５（Ｐ９３，№３８） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　特定の地域において、一定の雇用創出効果が見込める設備投資を行う方などにご利用いただけます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　上記は本制度の概要です。詳しくは日本公庫中小企業事業の窓口又は相談センターにお問い合わせくださ
い。 

ご利用いただけるかた 融資限度額 

直接貸付 
７億２千万 
円（うち運 
転資金２億 
５千万円） 
 
代理貸付 
１億２千万 
円 

設備投資 
１５年以内 
（うち据 
置期間２ 
年以内） 
 
運転資金 
７年以内 
（うち据 
置期間１ 
年以内） 

運転資金 
７年以内 
（うち据 
置期間１ 
年以内） 

融　資　利　率 融資期間 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

過疎地域、半島地域、離島地域、振興
山村、特別豪雪地帯等において３名以
上の雇用創出効果が見込まれる設備投
資を行うかた 

設備資金 
２億７千万円まで　特別利率③ 
２億７千万円超 
５億４千万円まで　特別利率① 
５億４千万円超　　基準利率 
運転資金　　　　　特別利率① 

過疎地域を含む広域市町村圏内の非過
疎市町村又は過疎地域に隣接する非過
疎市町村において３名以上の雇用創出
効果が見込まれる設備投資を行うかた 

設備資金  
２億７千万円まで　特別利率② 
２億７千万円超 
５億４千万円まで　特別利率① 
５億４千万円超　　基準利率 
運転資金　　　　　特別利率① 

製造業、新聞業、出版業、道路貨物運
送業、倉庫業、こん包業又は卸売業を
営むかたで、農村地域工業等導入地区
において３名以上の雇用創出効果が見
込まれる設備投資を行うかた 

設備資金  
２億７千万円まで　特別利率③ 
２億７千万円超 
５億４千万円まで　特別利率① 
５億４千万円超　　基準利率 
運転資金　　　　　特別利率① 

上記以外の地域（雇用創出効果が２名
以下の場合は上記地域を含む）におい
て２名以上（特定業種、従業員２０人以
下の企業又は女性、若年者（３０歳未満）
もしくは高齢者（６０歳以上）を雇用す
る場合は１名以上）の雇用創出効果が
見込まれる設備投資を行うかた 

 

設備資金 
２億７千万円まで　特別利率① 
２億７千万円超　　基準利率 
運転資金　　　　　特別利率① 

２名以上（特定業種、従業員２０人以下
の企業又は女性、若年者（３０歳未満）
もしくは高齢者（６０歳以上）を雇用す
る場合は１名以上）の雇用を行うかた
又は雇用調整助成金、中小企業緊急雇
用安定助成金及び残業削減雇用維持奨
励金に係る実施計画の届出が受理され
たかた 

 
 
 

特別利率① 
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趣旨・目的 

概　　　要 

奈良県企業立地促進補助金 

　雇用の創出及び地域経済の活性化に大きく貢献する大規模な立地に対して支援します。 
 
 
 
【対象企業】 
　製造業の工場・研究所を立地する企業 
　 
【対象となる事業】 
　平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までに着工する事業で（１）～（３）のすべての要件を満た
すもの 
　　（１）固定資産投資額（土地の取得に要する経費を除く）が２００億円以上 
　　（２）県内新規常用雇用者が１００人以上 
　　（３）市町村から立地に関する支援を受けるもの 
 
【補助金の額】 
　固定資産投資額の５％ 
　付帯経費の５％（※付帯経費の例…埋蔵文化財調査、地下水調査、造成工事等） 
　県内新規常用雇用者１人につき１０万円（３年間の増加人数分） 
　補助限度額３０億円 

 県内への工場・研究所の立地に際して雇用 

問い合わせ先 
奈良県 産業・雇用振興部 企業立地推進課 企業誘致グループ 
 ＴＥＬ：０７４２ー２７ー８８１３（Ｐ９１，№１２） 
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３３ 

 県内への工場・研究所の立地に際して雇用 

奈良県企業活力集積促進補助金 

問い合わせ先 
奈良県 産業・雇用振興部 企業立地推進課 企業誘致グループ 
 ＴＥＬ：０７４２ー２７ー８８１３（Ｐ９１，№１２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　経済効果の高い中規模の立地を促進するために、工場・研究所の立地に対し支援します。 
 
 
 
【対象企業】 
　　製造業の工場・研究所を立地する企業 
　 
【対象となる事業】 
　平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までに着工する事業で（１）または（２）のいずれかの要件
を満たすもの 
　（１）固定資産投資額（土地の取得に要する経費を除く）が５億円以上かつ県内新規常用雇用者が１０人以

上 
　（２）常用雇用者が１００人以上 
 
【補助金の額】 
　　固定資産投資額の１０％ 
　　付帯経費の５％（※付帯経費の例…埋蔵文化財調査、地下水調査、造成工事等） 
　　県内新規常用雇用者１人につき１０万円（３年間の増加人数分） 
　　補助限度額３億円 
　　※ただし知事が特に認める場合 
　　◎県内新規常用雇用者が５０人以上：限度額５億円 
　　◎県内新規常用雇用者が１００人以上：限度額１０億円 
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３４ 

趣旨・目的 

概　　　要 

奈良県企業定着促進補助金 

　県内立地企業による安定的かつ継続的な企業活動を促進するために、工場・研究所の機能強化（建物の改
築・改修等）を支援します。 
 
 
 
【対象企業】 
　　製造業の工場・研究所を県内に立地している企業で、以下のすべての要件を満たす企業 
　（１）県内に立地後、２０年以上経過している企業 
　（２）県内における常用雇用者が５０人以上で、かつ総従業者に占める常用雇用者の割合が３分の２以上で

ある企業 
 
【対象となる事業】 
　平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までに着工する事業で（１）または（２）のいずれかの要件
を満たすもの 
　（１）機能強化に要する経費（土地の取得に要する経費を除く）が１０億円以上 
　　　（※機能強化に要する経費の例…建物の改築・改修、機械装置の設置等） 

　（２）県内新規常用雇用者が２０人以上 
 
【補助金の額】 
　　機能強化に要する経費の５％ 
　　付帯経費の５％ 
　　県内新規常用雇用者１人につき１０万円（３年間の増加人数分） 
　　補助限度額１億円 

 県内への工場・研究所の立地に際して雇用 

問い合わせ先 
奈良県 産業・雇用振興部 企業立地推進課 企業誘致グループ 
 ＴＥＬ：０７４２ー２７ー８８１３（Ｐ９１，№１２） 
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 県内への工場・研究所の立地に際して雇用 

奈良県企業立地人材確保支援補助金 

問い合わせ先 
奈良県 産業・雇用振興部 企業立地推進課 企業立地支援グループ 
 ＴＥＬ：０７４２ー２７ー８８７２（Ｐ９１，№１３） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　立地企業の人材確保のために、求人広告や人材紹介の活用を支援します。 
 
 
 
【対象企業】 
　　製造業の工場・研究所を新たに立地する企業で以下のすべての要件を満たす企業 
　（１）１，０００㎡以上の土地において立地 
　（２）平成２１年４月１日以降に着工又は操業 
　（３）県内新規常用雇用者５人以上を予定しているもの 
 
【対象となる事業】 
　（１）求人広告事業 
　職業紹介事業者の運営する人材情報サイトや同者が発行する雑誌、新聞等に求人広告を掲載する事業
（デザイン制作及び広告掲載料） 

 
　（２）人材紹介事業 
　職業紹介事業者に人材紹介を依頼して雇用関係を成立させる事業（職業安定法第３２条の３に記載され
ている手数料のうち、人材紹介にかかる成功報酬（手数料）） 

 
【補助金の額】 
　　補助対象経費の２分の１以内 
　　補助限度額（１）（２）各 １々００万円 
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趣旨・目的 

概　　　要 

奈良県企業立地促進優遇税制 

　一定要件を満たす工場または研究所を設置した法人を対象に、事業税や不動産取得税の軽減措置（最大４
億円）を行います。 
 
 
 
【事業税の軽減】 
　（１）対象施設 
　　　工場（製造業の事業に供する生産施設）又は研究所（製造の事業に関する研究施設） 
　（２）対象地域 
　　　奈良県全域 
　（３）対象者 

　平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に、用地を取得、賃借又は地上権を取得し、一定
要件を満たす工場又は研究所を設置した法人 

　（４）要件 
　　　次の要件をいずれも満たす工場又は研究所を設置した法人 
　　①総建築面積（福利厚生施設を除く）が３，０００㎡以上 
　　　（移転に伴う場合は、建築面積が３，０００㎡以上増加することが必要） 
　　②工場又は研究所を設置した法人の県内の事務所又は事業所において、 
　　　・新規雇用が１０人以上（雇用期間の定めのない者等であって、県内に住所を有する者に限る） 
　　　・かつ、増加する県内の総従業者数が１０人以上 
　（５）軽減措置 
　　　所得金額部分を３年間、通常の３／４に軽減 
　　　年間減税額は１億円以内（１億円×３年間＝最大３億円） 
 
【不動産取得税の軽減】 
　（１）対象施設、対象地域、対象者 
　　　事業税と同じ 
　（２）要件 
　　　次の①又は②のいずれかの要件に該当すること 
　　①上記事業税の軽減要件を満たす工場又は研究所 
　　②次の要件をいずれも満たす研究所（県内移転の場合や敷地内に生産施設がある場合を除く） 
　　　・研究所用の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が２億円以上 
　　　・研究所を設置した法人の県内の事務所又は事業所における総従業者数の合計が１０人以上増加 
　（３）軽減措置 
　　　生産施設又は研究施設及びその敷地（水平投影）部分を３／４に軽減 
　　　減税額は１億円以内 

 県内への工場・研究所の立地に際して雇用 

問い合わせ先 
奈良県 産業・雇用振興部 企業立地推進課 企業誘致グループ 
 ＴＥＬ：０７４２ー２７ー８８１３（Ｐ９１，№１２） 
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趣旨・目的 

概　　　要 

雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金 

　景気の変動、産業構造の変化などの経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、一時
的に休業、教育訓練又は出向により、労働者の雇用の維持を図る場合、その賃金等の一部を助成します。 
 
 
 
　以下の１又は２の要件を満たす事業主が、その雇用する労働者を休業、教育訓練又は出向させることによ
り雇用の維持を行った場合、休業手当、教育訓練の際の賃金又は出向元の賃金負担額の一部を助成します。
さらに、労働者を解雇等していない場合は、助成率が上乗せされます。 
 
１　売上高又は生産量の最近３か月間の月平均値がその直前３か月又は前年同期に比べて５％以上減少し
ていること（中小企業で前期決算等の経常損益が赤字の場合、５％未満の減少でも可能） 
 
２　売上高又は生産量の最近３か月間の月平均値が前々年同期に比べ１０％以上減少し、直近の決算等の経
常損益が赤字の事業主であること（大企業事業主については対象期間の初日が平成２１年１２月１４日から
平成２２年１２月１３日、中小企業事業主については対象期間の初日が平成２１年１２月２日から平成２２年１２月
１日までの間にあるものに限ります。） 
 

【助成率】 
 
 
 
 
 
 
　※１人１日当たり雇用保険基本手当日額の最高額７,５０５円（平成２２年８月１日現在）を日額の上限とします。 

 
【支給限度日数及び対象期間】 
　休業又は教育訓練を実施する場合、支給限度日数は３年間で３００日です。 
　また、出向を実施する場合の対象期間は、出向を行う旨を最初に届け出た際に事業主が指定した日から
起算して１年間です。 
　休業、教育訓練又は出向の実施について、事前に管轄ハローワークに実施計画届を提出する必要があり
ます。 

 雇用調整 

３７ 

問い合わせ先 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 

大 　 企 　 業 

中　小　企　業 

２  ／  ３ 

４  ／  ５ 

３  ／  ４ 

９  ／  １０ 

４,０００円 

６,０００円 

解雇等を行わない場合 教育訓練を行った場合の加算額 
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 定年の引上げや定年の定めの廃止等 

定年引上げ等奨励金 
（中小企業定年引上げ等奨励金） 

３８ 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２ー３０ー２２４５（Ｐ９２，№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　６５歳以上への定年引上げ、希望者全員を対象とする７０歳以上までの継続雇用制度の導入、定年の廃止又は
希望者全員を対象とする６５歳前に契約期間が切れない安定的な継続雇用制度（６５歳安定継続雇用制度）の導
入を行う中小企業事業主に対して奨励金を支給します。 
 
 
 
　事業主が実施した措置及び企業規模（実施日において当該事業主に雇用されている常用被保険者（※）の数）
に応じて、下表に掲げる額を支給します。また、あわせて高年齢者の勤務時間を多様化する制度を導入する
事業主に、企業規模によらず一律２０万円を加算します。 
※常用被保険者とは、雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続被保険者をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・（c）及び（d）の（　）内の数字は、希望者全員を対象とする６５歳以上７０歳未満の継続雇用制度を導入済
みの企業が、要件をみたした場合に支給する額です。 
・（b）及び（c）の［　］内の数字は、支給申請日の前日において当該事業主に１年以上継続して雇用され
ている６４歳以上の雇用保険被保険者（新たに当該制度を有する法人等を設立した場合は当該事業主に雇用
されている６４歳以上の者）がいない場合に支給する額です。 

・現行の定年年齢が６０歳以上～６５歳未満の事業主が、（a）と（c）をみたす制度を新たに導入した場合には、
（a）の額と、（c）の括弧内の額の合計額を支給します。 
・現行の定年年齢が６０歳以上～６５歳未満の事業主が、（c）と（d）をみたす制度を新たに導入した場合には、
（c）の額（希望者全員を対象とする６５歳以上７０歳未満の継続雇用制度が導入済の場合は括弧内の額）と、
（d）の括弧内の額の合計額を支給します。 

現行の 
定年年齢 

企業規模 
（人） 

事業主が実施した措置および支給金額（万円） 

（a）定年の引上げ 
（６５歳以上７０歳未満） 

（b）定年の引上げ 
（７０歳以上）又は 
定年の定めの廃止 

（c）希望者全員を 
対象とする７０歳以上 
までの継続雇用制度 

の導入 

（d）６５歳安定継続 
雇用制度の導入 

６０歳以上 

～ 

６５歳未満 

６５歳以上 

～ 

７０歳未満 

１～９ 

１０～９９ 

１００～３００ 

１～９ 

１０～９９ 

１００～３００ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

４０ 

６０ 

８０ 

４０［２０］ 

６０［３０］ 

８０［４０］ 

８０［４０］ 

１２０［６０］ 

１６０［８０］ 

２０［１０］ 

３０［１５］ 

４０［２０］ 

４０［２０］ 
（２０［１０］） 

６０［３０］ 
（３０［１５］） 

８０［４０］ 
（４０［２０］） 

２０ 
（１０） 

３０ 
（１５） 

４０ 
（２０） 
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定年引上げ等奨励金 
（高年齢者雇用モデル企業助成金） 

　７０歳まで働ける制度や希望者全員が６５歳まで働ける制度の導入にあわせて、高年齢者の職域の拡大や処遇
の改善、または外部の高年齢者の積極的な採用に係る先進的な取組を行う事業主に対して、当該経費の２分
の１に相当する額を、５００万円を限度として支給します。 
 
 
 
【支給対象事業主】 
○雇用保険の適用事業主であること。 
○独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構より、事業計画の認定を受けていること。 
○定年の引上げ等にあわせて、次のいずれかのモデル事業を実施した事業主であること。 
①職域拡大モデル（新たな事業分野への進出や職務の設計等による高年齢者の職域拡大、高年齢者に配
慮した機械設備、作業方法又は作業環境の導入・改善等） 
②処遇改善モデル（高年齢者の就業の実態や生活の安定等を考慮し適した賃金制度、短時間勤務の導入
や適切な契約期間の設定等） 
③外部活用モデル（①又は②を実施し、外部労働市場から高年齢者等を新たに雇い入れることにより、
当該事業主に雇用される６０歳以上の割合を一定割合（一定数）以上にすること） 

○定年引上げ等を実施した日の１年前の日から当該実施日までの期間に高齢法第８条および第９条違反が
ないこと。 
○第１期事業（計画の策定）および第２期事業（計画の実行）、第１期事業開始日から２年以内に実施す
ること。 

 
【支給金額等】 
　第１期及び第２期事業のそれぞれの期間内に要した支給対象経費（人件費等を除く）の１／２を、下表
の限度額内にて支給します。 
 
 
 
 
 
 

※１　定年及び継続雇用制度の上限年齢が７０歳未満の事業主が、７０歳以上への定年引上げ、定年の定めの廃止又は７０歳

以上までの継続雇用制度（希望者全員又は基準該当者を対象とし、６５歳までは希望者全員が雇用されるもの。）を導

入すること。かつ、第２期事業の支給申請日の前日において６５歳以上の雇用者が１人以上又は６４歳以上の常用被保

険者が５人以上いること。 

※２　定年及び希望者全員を対象とする継続雇用制度の上限年齢が６５歳未満の事業主が、６５歳以上への定年引上げ又は

希望者全員を対象とする６５歳以上までの契約期間の切れない契約形態の継続雇用制度の導入すること。かつ、第２

期事業の支給申請日の前日において６０歳以上の常用被保険者が１人以上いること。 

※３　定年及び希望者全員を対象とする継続雇用制度の上限年齢が６５歳未満の事業主が、６５歳以上への定年引上げ又は

希望者全員を対象とする６５歳以上までの継続雇用制度を導入すること。かつ、第２期事業の支給申請日の前日にお

いて雇用者に占める６０歳以上の者の割合が１５／１００以上いること、かつ、新たに外部から雇用した６５歳以上の者が

１人以上いること。 

 定年の引上げや定年の定めの廃止等 

３９ 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２ー３０ー２２４５（Ｐ９２，№３２） 

職域拡大モデル又は 
処遇改善モデル 

７０歳雇用（※1） 

６５歳雇用（※2） 

外部活用モデル（※3） 

５００万円（２５０万円） 

３５０万円（１７５万円） 

５００万円（２５０万円） 

職域拡大等の措置 支給限度額（第1期支給限度額） 
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 定年の引上げや定年の定めの廃止等 

定年引上げ等奨励金 
（高年齢者雇用確保充実奨励金） 

４０ 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２ー３０ー２２４５（Ｐ９２，№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　傘下企業における希望者全員が６５歳まで働ける制度の導入、７０歳まで働ける制度の導入等の雇用確保措置
の充実（雇用確保措置の導入を含む。）等を支援するための事業を実施した事業主団体に対し、当該事業に
要した費用及び事業の成果に応じて、最大５００万円を支給します。 
 
 
 
【支給対象事業】 
　事業主団体（商工会議所、商工会、事業協同組合等）が、傘下企業（雇用保険適用事業主）２０社以上を対
象として、希望者全員が６５歳まで働ける制度の導入、７０歳まで働ける制度の導入等の高年齢者雇用確保措
置の充実（雇用確保措置の導入を含む。）その他高年齢者の雇用環境の整備を目的として行う以下の事業 
①高年齢者雇用確保措置の実施状況及び高年齢者の雇用状況、高年齢者の雇用を推進する上で課題となる
事項等に係る実態調査 
②対象事業主に対する、雇用確保措置の導入、上限年齢の引上げ、対象者の拡大等の確保措置の充実その
他高年齢者の雇用環境の整備の促進に係る好事例集等の作成等による周知・啓発、情報提供 
③対象事業主を招集し、社会保険労務士等の専門家、先進的な取り組みを行う事業主等を講師とする説明
会の開催 
④社会保険労務士等の専門家を活用し、相談・助言・援助を必要とする対象事業主に対し、個別訪問の実
施、個別相談会の開催等による相談・助言・援助 
⑤その他、事業主団体の創意工夫により行う事業 

【支給額】 
　　次の①及び②の合計額を支給します（上限５００万円）。 
　①基本支給額 
　事業実施のために要した費用を、前期及び後期に分けて支給します。事業の対象企業数により下表の
額を上限とします。なお、前期支給上限額は、総支給上限額の半額です。 
 
 
 
 
 

　②上乗せ支給額 
　当該事業の対象企業のうち、事業の成果により新たに、イ．希望者全員が６５歳まで働ける措置（※１）ロ．
７０歳まで働ける措置（※２）を講じた事業主の数の合計に２万円を乗じた額（上限２００万円）を支給します。
（基本支給額の下期分と併せて支給します。） 
※１　「希望者全員が６５歳までの働ける措置」とは、次のいずれかに該当する措置となります。 
①定年の定めの廃止、②６５歳以上までの定年の引上げ、③希望者全員を対象とした６５歳以上までの継続雇用制度
の導入（当該事業主との雇用関係を存続させたまま、他の事業主が雇い入れる制度を除く。）、④関連事業主と
の契約に基づき、希望者全員を引き続き６５歳以上の年齢まで雇用される者として当該関連事業主が雇い入れる制
度の導入 

※２　「７０歳まで働ける措置」とは、次のいずれかに該当する措置となります。 
①定年の定めの廃止、②７０歳以上までの定年の引上げ、③希望者の全部又は一部を対象とした７０歳以上までの継
続雇用制度の導入（当該事業主との雇用関係を存続させたまま、他の事業主が雇い入れる制度を除く。）、④他
の事業主との契約に基づき、希望者の全部又は一部を引き続き６５歳以上の年齢まで雇用される者として当該他の
事業主が雇い入れる制度の導入 

総支給上限額（万円） 前期支給上限額（万円） 対象事業主の数 
２０～１００ 
１０１～２００ 
２０１～ 

１００ 
２００ 
３００ 

５０ 
１００ 
１５０ 
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労働移動支援助成金 
（求職活動等支援給付金） 

　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等により離職が予定されている高年齢者等
のうち、再就職を希望する方に対して、在職中からの求職活動への支援を行う場合に助成します。 
 
 
 
　再就職援助計画（※１）又は求職活動支援基本計画書（※２）（以下「計画」といいます。）に基づき、当該計画の
対象者（雇用保険の被保険者に限ります。）に対し、本来の有給休暇とは別に求職活動等のための休暇を付
与した場合に助成金を支給します。 
 
※１　再就職援助計画とは、常時雇用する労働者について、経済的事情により、１か月以内の期間内に３０人以上の離職

者を生じさせる事業規模の縮小等を行おうとするときに作成することが義務付けられている、離職する方の再就職に

係る支援の計画のことです。なお、３０人未満の離職者が生じる場合でも、任意で当該計画を作成することができます。 

　　　再就職援助計画を作成した事業主は、管轄ハローワークに提出して認定を受けなければなりません。 

 

※２　求職活動支援基本計画書とは、解雇等により離職することとなっている４５歳以上６５歳未満の労働者又は定年等に

より離職することとなっている６０歳以上６５歳未満の者のうち再就職を希望する方に対して事業主が講じる、再就職

援助の措置や対象者数、付与する休暇の日数等を記載した書面のことをいいます。 

 
【助成額】 
　求職活動等のための休暇１日当たり７，０００円 
　（通常支払われる賃金の額（以下「通常賃金」という。）が７，０００円に満たないときは、その通常賃金の額
です） 
 
※　休暇の日に通常賃金以上の額を支払っている必要があります。また、申請に係る休暇付与人数×３０日分が限度です。 

 雇用している労働者の再就職援助 

４１ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９ （Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
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 雇用している労働者の再就職援助 

労働移動支援助成金 
（再就職支援給付金） 

４２ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等により離職が予定されている高年齢者等
のうち、再就職を希望する方について、再就職に係る支援を職業紹介事業者に委託し、再就職が実現した場
合に、その費用の一部を助成します。 
 
 
 
　再就職援助計画（※１）又は求職活動支援基本計画書（※２）（以下「計画」といいます。）に基づき、当該計画の
対象者（雇用保険の被保険者に限ります。）に対する再就職支援を民間の職業紹介事業者に委託し、その離
職から２か月以内（４５歳以上の方は５か月以内）に再就職を実現した場合に費用の一部を助成します。 
 
※１　再就職援助計画とは、常時雇用する労働者について、経済的事業により、１か月以内の期間内に３０人以上の離職

者を生じさせる事業規模の縮小等を行おうとするときに作成することが義務付けられている、離職する方の再就職に

係る支援の計画のことです。なお、３０人未満の離職者が生じる場合でも、任意で当該計画を作成することができます。 

　　　再就職援助計画を作成した事業主は、管轄ハローワークに提出して認定を受けなければなりません。 

 

※２　求職活動支援基本計画書とは、解雇等により離職することとなっている４５歳以上６５歳未満の労働者又は定年等に

より離職することとなっている６０歳以上６５歳未満の者のうち再就職を希望する方に対して事業主が講じる、再就職

援助の措置や対象者数、付与する休暇の日数等を記載した書面のことをいいます。 

 
【助成額】 
　民間の職業紹介事業者への委託費用の１／３（中小企業事業主は１／２） 
　上限額は１人当たり２０万円（中小企業事業主は３０万円） 
　同一の再就職援助計画又は求職活動支援基本計画書について３００人を限度とします。 
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障害者初回雇用奨励金 
（ファースト・ステップ奨励金） 

　障害者雇用の経験のない中小企業が初めて障害者を雇用した場合に、奨励金を支給します。 
 
 
 
　過去３年間に障害者（※１）の雇用実績のない一定規模（※２）の中小企業が、ハローワーク又は地方運輸局の紹
介により、一般被保険者として障害者を１人（※３）以上雇い入れた場合、奨励金を支給します。 
 
【奨励額】 
　一事業主につき１００万円 
 
※１　満６５歳未満の身体障害者、知的障害者又は精神障害者（身体障害者及び知的障害者にあっては短時間労働者（障

害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」といいます。）第４３条第１項に規定する短時間労働者

であって、同法第２条第２号の重度身体障害者又は同条第４号に規定する重度知的障害者である短時間労働者を除き

ます。）を除きます。（※４）） 

※２　雇用する常用労働者数（障害者雇用促進法第４３条第１項に規定する労働者をいいます。なお、除外率設定業種に

あっては、除外率により控除すべき労働者を控除した数とします。）が５６人～３００人である企業。 

※３　精神障害者である短時間労働者として雇い入れる場合は２人（※４）。 

※４　平成２２年７月からは、身体障害者又は知的障害者である短時間労働者も助成の対象となります。その際、身体障

害者又は知的障害者である短時間労働者（重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は除きます。）と

して雇い入れる場合は、２人以上雇い入れることが必要となります。 

 初めての障害者雇用 

４３ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 



再
就
職
支
援 

障
害
者
雇
用 

雇
用
管
理
・
改
善 

能
力
開
発 

雇
用
の
維
持 

新
た
な
雇
用 

創
　
　
　
業 

 特例子会社の設立 

特例子会社等設立促進助成金 

４４ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　特例子会社（※１）や重度障害者多数雇用事業所（※２）を設立し、障害者を新たに雇用した事業主に対し、助成
金を支給します。 
※１　障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」といいます。）第４４条第１項規定する特例子会社。 

※２　障害者雇用促進法第４９条第１項第６号に規定する重度障害者多数雇用事業所。 

 
 
 
　新規に設立された特例子会社又は重度障害者多数雇用事業所が、対象となる障害者（※３）を常用労働者（※４）

として新規に１０人以上雇用し、対象障害者が一定の割合（※５）を満たす場合に、下表に掲げる額を支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
（注）対象労働者の雇入れが完了した日から６か月後を第１期とし、以後、１年ごとに第２期、第３期といいます。 

 
※３　対象障害者は、身体障害者、知的障害者及び精神障害者。 

※４　障害者雇用促進法第４３条第１項に規定する短時間労働者を除きます（※６）。 

※５　①特例子会社については、対象労働者数が全常用労働者の２０％以上の割合を占め、対象労働者のうち、重度身体

障害者、知的障害者及び精神障害者の割合が３０％以上であること。 

　　　②重度障害者多数雇用事業所（重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者を１０人以上雇用することが必要です。）

については、重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者が全常用労働者の２０％以上であること。 

※６　平成２２年７月からは、短時間労働者も助成の対象となります。その際、短時間労働者の雇入れ１人につき０．５人と

して算定します。 

対象労働者数 １０人以上１５人未満 １５人以上２０人未満 ２０人以上２５人未満 ２５人以上 

助成金の 
支給額 

（第１期） 

　　　２,０００万円 

（第２･３期） 

　　　１,０００万円 

（第１期） 

　　　３,０００万円 

（第２･３期） 

　　　１,５００万円 

（第１期） 

　　　４,０００万円 

（第２･３期） 

　　　２,０００万円 

（第１期）  

　　　５,０００万円 

（第２･３期） 

　　　２,５００万円 
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発達障害者雇用開発助成金 

　発達障害者の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、ハローワーク又は地方運輸局の職業紹介に
より常用労働者として雇い入れる事業主に対して、賃金の一部に相当する額を助成します。 
 
 
 
　発達障害者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入れた場合、
下表に掲げる額を支給します。 
　なお、事業主の方からは、雇い入れた発達障害者に対する配慮事項等についてご報告いただきます。また、
雇入れから約６か月後にハローワーク職員が職場訪問を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１　雇入れ日現在の満年齢が６５歳未満の者に限ります。 

※２　１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の者を指します。 

 発達障害者を雇用 

４５ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

短時間労働者以外の者 
大　　企　　業 

中　小　企　業 

大　　企　　業 

中　小　企　業 

１年間 

１年６か月間 

１年間 

１年６か月間 

５０万円 

１３５万円 

３０万円 

９０万円 
短時間労働者（※２） 

対象労働者（※１） 企　業　規　模 助成対象期間 支　給　総　額 
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 難病のある人を雇用 

難治性疾患患者雇用開発助成金 

４６ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

　難病のある人の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、難病のある人をハローワーク又は地方運
輸局の職業紹介により常用労働者として雇い入れる事業主に対して賃金の一部に相当する額を助成します。 
 
 
 
　難病のある人をハローワーク又は地方運輸局の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入れた場
合、下表に掲げる額を支給します。 
　事業主の方からは、雇い入れた発達障害者に対する配慮事項等についてご報告いただきます。また、雇入
れから約６か月後にハローワーク職員等が職場訪問を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１　雇入れ日現在の満年齢が６５歳未満の者に限ります。 

※２　１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の者を指します。 

短時間労働者以外の者 
大　　企　　業 

中　小　企　業 

大　　企　　業 

中　小　企　業 

１年間 

１年６か月間 

１年間 

１年６か月間 

５０万円 

１３５万円 

３０万円 

９０万円 
短時間労働者（※２） 

対象労働者（※１） 企　業　規　模 助成対象期間 支　給　総　額 
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精神障害者等ステップアップ雇用奨励金 
及びグループ雇用奨励加算金 

　週２０時間以上の就業を目指す精神障害者または発達障害者（以下「精神障害者等」といいます。）を３か
月から１２か月の間試行的に雇用（ステップアップ雇用）した場合に奨励金（月額２万５千円）を支給します。 
　また、同時に複数の精神障害者等をステップアップ雇用し、支援担当者を選任した場合はグループ雇用奨
励加算金（月額２万５千円）を支給します。 
 
 
 
　精神障害者等をハローワーク又は地方運輸局の紹介により雇い入れ、週２０時間以上の就業を目指して３か
月から１２か月の間試行的に雇用（ステップアップ雇用）した場合、奨励金を支給します。 
　また、２人以上５人以下のグループでステップアップ雇用を実施し、支援担当者を選任して対象者の支援
を行う場合は、グループ雇用奨励加算金を支給します。 
 
１．精神障害者等ステップアップ雇用 
　　【支給額】 
　　　　対象者１人当たり月額２万５千円（最大１２か月間） 
　　【ステップアップ雇用の条件】 

　事業主と対象者は３か月以上１２か月以内の有期雇用契約を締結することが必要です。週所定労働時
間は１０時間以上です。 

 
２．グループ雇用奨励加算金 
　　【支給額】 
　　　　１グループにつき月額２万５千円（最大１２か月間） 
 

※　グループのメンバーが同一の事業所において同一の日に勤務することが必要であり、少なくとも１か月間のう

ち２人以上のメンバーの実際に勤務した日が８日以上重なっていることが必要です。また、当該勤務日において

は、２人以上のメンバーの予め定められている就業時間が１時間以上重複していることが必要です 

 精神障害者を試行雇用 

４７ 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２ー３２ー０２０９（Ｐ９２，№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２，№３１） 
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 作業施設、作業設備等の整備 

４８ 

　障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主が、その障害者が障害を克服し、作業を
容易に行うことができるよう配慮された作業施設、就労を容易にするために配慮されたトイレ、スロープ等
の附帯施設若しくは作業を容易にするために配慮された作業設備（以下「作業施設等」）の設置または整備
を行う場合に、その費用の一部を助成します。 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

障害者作業施設設置等助成金 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 

２／３ 

３年間 

①第１種作業施設設置等助成金 
 
　○作業施設、作業設備等の設
置または整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②第２種作業施設設置等助成金 
 
　○作業施設、作業設備等の賃
借 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・身体障害者 
・知的障害者 
・精神障害者 
・中途障害者 
 
※上記の障害者で
ある在宅勤務者 

・障害者１人につき４５０万円 
　（作業施設、附帯施設、作
業設備の合計） 

※作業設備の場合 
　障害者１人につき１５０万円 
　（中途障害者の場合は１人
につき４５０万円） 
 
・短時間労働者（重度身体障
害者、重度知的障害者また
は精神障害者を除く）であ
る場合の限度額は１人につ
き上記の半額 
 
　（１事業所あたり一会計年
度につき合計４,５００万円） 

・障害者１人につき月１３万円 
※作業設備の場合 
　障害者１人につき月５万円 
　（中途障害者の場合は１人
につき１３万円） 
 
・短時間労働者（重度身体障
害者、重度知的障害者また
は精神障害者を除く）であ
る場合の限度額は１人につ
き上記の半額 

［注］認定申請書の提出期限：①の助成金…作業施設等の設置・整備に係る契約（発注）日の前日の２か月前まで 
　　　　　　　　　　　　　　②の助成金…作業施設等の賃貸借契約日の翌日の３か月後まで 
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 福利厚生施設の整備 

４９ 

　障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主またはその事業主が加入している事業主
団体が、障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食
施設、教養文化施設等の福利厚生施設（以下「福祉施設等」）の設置または整備を行う場合に、その費用の
一部を助成します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［注］認定申請書の提出期限：福祉施設等の設置・整備に係る契約（発注）日の前日の２か月前まで 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

障害者福祉施設設置等助成金 

対 象 と な る 障 害 者 助成率 限　度　額 

・身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

・中途障害者 

 

※上記の障害者である在宅勤務者 

・障害者１人につき２２５万円 

 

・短時間労働者（重度身体障害者、重度知 

　的障害者または精神障害者を除く）であ 

　る場合の限度額は１人につき上記の半額 

 

（１事業所または事業主の団体１団体あたり 

一会計年度につき合計２,２５０万円） 

1／３ 
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 雇用管理のために必要な介助等の措置 

５０ 

　重度身体障害者、知的障害者、精神障害者または就職が特に困難と認められる身体障害者を労働者として
雇い入れるか継続して雇用している事業主が、障害の種類や程度に応じた適切な雇用管理のために必要な介
助等の措置を実施する場合に、その費用の一部を助成します。 

趣旨・目的 

概　　　要 

障害者介助等助成金 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

３／４ 
 

 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

 

３年間 

 

 

 

 

 

１０年間 
 

 

 

 

 

 

 

 

５年間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０年間 

①重度中途障害者等職場適応助成金 

　○中途障害者の職場復帰を促進する

ための職場適応措置の実施 

 

 

②職場介助者の配置または委嘱助成金 

　○事務的業務に従事する視覚障害者、

四肢機能障害者の業務遂行のため

に必要な職場介助者の配置または

委嘱 

　○事務的業務以外に従事する視覚障

害者の業務遂行のために必要な職

場介助者の委嘱 

③職場介助者の配置または委嘱の継続

措置に係る助成金 

　○事務的業務に従事する視覚障害者、

四肢機能障害者の業務遂行のため

に必要な職場介助者の配置または

委嘱の継続 

　○事務的業務以外に従事する視覚障

害者の業務遂行のために必要な職

場介助者の委嘱の継続 

④手話通訳担当者の委嘱助成金 

　○聴覚障害者の雇用管理に必要な手

話通訳担当者の委嘱 

 

 

⑤健康相談医師の委嘱助成金 

　○障害者の健康管理に必要な医師の

委嘱 

・中途障害者である重度身体障害者 

・中途障害者である４５歳以上の身

体障害者 

・中途障害者である精神障害者 

※上記の障害者である在宅勤務者 

 

 

 

・２級以上の視覚障害者 

・２級以上の両上肢機能障害及び２

級以上の両下肢機能障害を重複す

る者 

・３級以上の乳幼児期以前の非進行

性の脳病変による上肢機能障害及

び３級以上の乳幼児期以前の非進

行性の脳病変による移動機能障害

を重複する者 

 

※上記の障害者である在宅勤務者 

 

 

 

 

・３級の聴覚障害者 

・２級の聴覚障害者 
 

 

・４級以上の内部障害者 

・３級以上のせき髄損傷による肢体

不自由者 

・てんかん性発作を伴う知的障害者 

・精神障害者 

・６級以上の網膜色素変性症、糖尿

病性網膜症、緑内障等による視覚

障害者 

・障害者１人あたり 

　月３万円 

　（短時間労働者に

あっては月２万円） 

 

・配置１人 

　月１５万円 

・委嘱１人　１回 

　１万円 

　年１５０万円まで 

・委嘱１人　１回 

　１万円 

　年２４万円まで 

・配置１人 

　月１３万円 

・委嘱１人　１回 

　９千円 

　年１３５万円まで 

 

・委嘱１人 

　１回　９千円 

　年２２万円まで 

・委嘱１人　１回 

　６千円 

　年２８万８千円まで

（障害者９人まで

の場合） 

・委嘱１人　１回 

　２万５千円 

　障害者の障害の区

分ごとに 

　委嘱１人 

　年３０万円まで 
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 雇用管理のために必要な介助等の措置 

５１ 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

［注］認定申請書の提出期限：①の助成金…職場復帰日の翌日のから３か月後まで 
　　　　　　　　　　　　　　②、④、⑤、⑥、⑧の助成金…配置または委嘱する日の前日まで 
　　　　　　　　　　　　　　③の助成金…②の助成金の支給期間の終了する日の前日まで 
　　　　　　　　　　　　　　⑦の助成金…雇入れ日の翌日の３か月後まで 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

１０年間 

⑥職業コンサルタントの配置または委

嘱助成金 

　○障害者の雇用管理のために必要な

職業コンサルタントの配置または

委嘱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦業務遂行援助者の配置助成金 

　○障害者に対し、業務の遂行を通じ

た雇用管理のために必要な援助及

び指導の業務を担当する業務遂 

行援助者の配置 

 

 

 

⑧在宅勤務コーディネーターの配置ま

たは委嘱助成金 

　○在宅勤務障害者の雇用管理及び業

務管理の業務を担当する在宅勤務

コーディネーターの配置または委

嘱 

・重度身体障害者 

・３級または４級の乳幼児期以前の

非進行性の脳病変による上肢機能

障害者 

・３級または４級の乳幼児期以前の

非進行性の脳病変による移動機能

障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

・上記の障害者である在宅勤務者 

・３級の下肢機能障害者である在宅

勤務者 

・３級の体幹機能障害者である在宅

勤務者 

・３級の内部障害者である在宅勤務

者 

※対象障害者５人以上のための配置

または委嘱であることが必要 

・重度知的障害者 

・精神障害者 

 

※対象障害者１人から３人までに対

し、１人の業務遂行援助者の配置

であることが必要 

 

 

・身体障害者である在宅勤務者 

・知的障害者である在宅勤務者 

・精神障害者である在宅勤務者 

・配置１人 

　月１５万円 

・委嘱１人 

　１回　１万円 

　年１５０万円まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置１人３年間ま

では障害者１人に

つき月３万円、４

年目以降は障害者

１人につき月１万

円（短時間労働者

にあってはそれぞ

れの半額） 

・配置　障害者１人

あたり月５万円

（在宅勤務コーデ

ィネーター１人あ

たり月２５万円まで） 

・委嘱　障害者１人

あたり１回３千円

（在宅勤務コーデ

ィネーター１人あ

たり年２２５万円ま

で） 

・在宅勤務障害者の

雇用管理・業務管

理制度の設計及び

就業規則等の諸規

程の整備　初回に

限り１０万円（支

給は１回を限度） 
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 職場適応援助者による援助 

５２ 

　職場適応援助者による援助を受けなければ、事業主による雇入れまたは雇用の継続が困難と認められる障
害者に対して、職場に適応することを容易にするため、職場適応援助者（機構が行う研修（※）または厚生
労働大臣が定める研修（以下「研修」）を修了し、援助の実施に関し必要な相当程度の経験および能力を有
すると認められる者）による援助の事業を行う社会福祉法人等または自社の事業所に職場適応援助者を配置
し、障害者である労働者の雇用に伴い必要となる援助を実施する事業主に対して、その費用の一部を助成し
ます。 
 
※機構の障害者職業総合センターや地域センターが行う職場適応援助者の養成のための研修として行う職場適応援助

者養成研修または職場適応援助者支援スキル向上研修 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

職場適応援助者助成金 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 
 
 
 
 
 
 
 
援助期間中 
１人あたり 
１回につき 
１年８か月 
限度 
 
 
 
 
 
 
 
支援期間 
１人あたり 
１回につき 
６か月 
（累積１２か 
月）限度 

３／４ 

①第１号職場適応援助者助成金 
　○次の主な要件を満たす社会福
祉法人等による援助の事業 

　　・法人格を有していること 
　　・定款または寄付行為におい

て障害者の雇用の促進に係
る事業等、就労支援を実施
することが規定されている
こと 

　　・定められた研修を修了した
者であって、法人が雇用し
ている者または法人の代表
者若しくは役員を職場適応
援助者として配置している
こと 

　　・障害者雇用に係る支援の実
績があること 

　　・地域センターとの業務連携
関係があること 

②第２号職場適応援助者助成金 
　○雇用する障害者の職場適応援
助を行うため第２号職場適応
援助者を配置 

 
 
 
 

・身体障害者 
・知的障害者 
・精神障害者 
・発達障害者 
・その他、第１号
職場適応援助者
による援助を行
うことが特に必
要であると機構
が認める障害者 
 
 
 
 
 
 
・身体障害者 
・知的障害者 
・精神障害者 
・発達障害者 

・援助の事業を実施した日
数１日につき１４,２００円（１
日につき３時間に満たな
い場合は７,１００円）（第１
号職場適応援助者１人に
つき月２８４千円まで） 
・雇用前支援において協力
事業主に支払った費用相
当額１日につき２,５００円
（支援対象となる障害者
１人につき月５万円まで） 

・研修の受講に係る旅費相
当額または機構が別に定
める限度額のいずれか低
い額（研修修了後６か月
を超えて援助の事業を開
始しない場合は不支給） 
 
 
 
 

・配置１人　月１５万円 

［注］認定申請書の提出期限：①及び②の助成金…原則として、職場適応援助者の配置の前日まで。ただし、職場適応援
助者として配置しようとする者が認定申請の時点において研修の受講を修了しておらず、
その者に機構が行う研修を受講させようとする場合については、当該研修を受講させる日
の１か月前まで。 
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 精神障害者が働きやすい職場づくり 

５３ 

　精神障害者を雇い入れるとともに、精神保健福祉士等の精神障害者の支援に係る専門家を雇い入れ、又は
委嘱し、精神障害者の雇用管理に関する業務を行わせた場合に奨励金（最高１８０万円）を支給します。 
 
 
 
　精神障害者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により雇用保険の一般被保険者として雇い入れるととも
に、精神障害者支援専門家（※）を雇用保険の被保険者として雇い入れ、又は委嘱した場合、奨励金を支給
します。 
 
　精神障害者の雇入れ日の前後６か月間に精神障害者支援専門家の雇入れ又は最初の委嘱を行うことが必要
です。 
 
　①精神障害者の雇入れ、②精神障害者支援専門家の雇入れ又は委嘱のいずれか遅い日から１年間を支給対
象期間とし、６か月ごとに第１期、第２期に分けて次のとおり支給します。 
 
１．精神障害者支援専門家を雇い入れた場合 
　精神障害者支援専門家の所定労働時間により、以下のとおり支給します。ただし、支給対象期間の賃金
額がこれを下回る場合は、賃金額を上限として支給します。 
 
 
 
 
 
　※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。 
 
２．精神障害者支援専門家を委嘱した場合 
　　精神障害者支援専門家の委嘱１回あたり１万円 
　　１事業主あたり第１期と第２期の支給額の合計は２４万円を上限とします。 
 

※　精神障害者支援専門家とは、次のいずれかに該当するものをいいます。 
１．精神保健福祉士、臨床心理士、臨床発達心理士、社会福祉士、作業療法士、医師、看護師又は保
健師の資格を有する者であって、精神障害者の支援に係る実務経験が３年以上の者 
２．障害者職業センターにおける障害者職業カウンセラーとしての実務経験が３年以上の者 
３．精神科、心療内科等を標榜する病院又は診療所、精神保健福祉センター、保健所、精神障害者の
生活支援施設等で精神障害者の支援に係る実務経験を５年以上有する者 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

精神障害者雇用安定奨励金 
（精神障害者支援専門家活用奨励金） 

精神障害者支援専門家の区分 第１期 第２期 合　計 

イ　短時間労働者（※）以外の場合 

ロ　短時間労働者の場合 

９０万円 

６０万円 

９０万円 

６０万円 

１８０万円 

１２０万円 
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 精神障害者が働きやすい職場づくり 

５４ 

　労働者に精神保健福祉士等の養成課程を履修させ、新たに雇い入れた精神障害者の雇用管理に関する業務
を行わせた場合に奨励金（費用の２／３・上限５０万円）を支給します。 
 
 
 
　次の１の労働者に、２の養成課程を履修させ、養成課程修了日の前後６か月間に精神障害者を雇い入れ、
当該精神障害者の雇用管理に関する業務を担当させた場合に、３の奨励金を支給します。 
 
１．対象となる労働者 
　　一般被保険者として３年以上、当該事業所で雇用されている労働者 
 
２．対象となる養成課程 
　（１）精神保健福祉士の養成課程（精神保健福祉士短期養成施設、精神保健福祉士一般養成施設等の課程） 
　（２）財団法人日本臨床心理士資格認定協会が指定する大学院（第１種）又は専門職大学院の課程 
　（３）社会福祉士の養成課程（社会福祉士短期養成施設、社会福祉士一般養成施設等の課程） 
 
３．支給額 
　　履修者１人につき、養成課程の履修に要した費用の２／３（５０万円を上限） 
　　対象となる費用は、入学金、授業料、実習費用等の合計をいい、履修にあたって必ずしも必要とされな
い補助教材費、講習の実施機関が実施する各種行事参加に係る費用、同窓会費等は対象となりません。 
　　また、養成課程を修了しなかった場合は、支給の対象にはなりません。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

精神障害者雇用安定奨励金 
（社内精神障害者支援専門家養成奨励金） 
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 精神障害者が働きやすい職場づくり 

５５ 

　精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、精神障害者とともに働く労働者に精神障害者の支
援に関する知識を習得するための講習を受講させた場合に奨励金（費用の１／２・上限５万円）を支給しま
す。 
 
 
 
　精神障害者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により雇用保険の一般被保険者として雇い入れるか、又
は精神障害者の休職者（※１）を職場復帰させるとともに、次の１に該当する講習を労働者に受講させる事業
主に、２の講習に要した費用の一部を支給します。 
※１　休職者とは、職場復帰をした日の前日から６か月間以上休職していたものをいいます。ただし、職場復帰をし

た日の前日から１年間の間に延べ６か月間休職していた場合も対象となります。また、休職期間には年次有給休暇、

欠勤期間を含みます。 

　講習の開始日の前後６か月間に精神障害者を雇い入れるか、精神障害者の休職者を職場復帰させることが
必要です。 
 
１．対象となる講習 
　（１）講習時間　１回（※２）につき２時間以上 
　（２）対 象 者　雇い入れた精神障害者又は職場復帰した休職者と同じ職場の労働者 
　（３）講習方法・講習内容 
　次のいずれかに該当する者を講師とする講習又は当該事業所以外の機関が実施する精神障害者の支援
に関する講習（※３） 

　　　①　精神科医 
　　　②　精神保健福祉士､臨床心理士､臨床発達心理士､社会福祉士､作業療法士､看護師又は保健師 
　　　③　精神障害に関する専門的知識及び技術を有する学識経験者 
　　　④　精神障害者の就労支援に係る経験を３年以上有する者 
　　　⑤　精神障害者の雇用管理に係る経験を３年以上有する者 
　　　⑥　事業所で雇用されている精神障害者 
 
※２　同一の対象者に対する講習で内容に連続性がある講習は、初回から最終回までを１回みなします。 

※３　セルフケア（受講する対象者が自身のストレスや心の健康について理解し自らのストレスを予防、軽減するあ

るいはこれに対処すること）に関する講習及び通信による講習は対象となりません。 

 
２．支給額 
　　講習１回につき、要した費用の１／２（５万円を上限） 
　　支給対象となる講習期間は１年間を上限とし、１年間の講習回数は５回を上限とします。 
※対象となる費用：講師謝金、講師旅費、講習を実施する会場使用料、教材費・資料代、外部機関が実施する講習の

受講料等 

（注）講習に参加するための対象者の旅費及び賃金等については、対象となりません。 

　　　当該事業所において選任されている産業医、当該事業所の産業保健スタッフ及び当該事業所の労働者を講師とし

た場合、講師謝金及び講師旅費については、支給対象とはなりません。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

精神障害者雇用安定奨励金 
（社内理解促進奨励金） 
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 精神障害者が働きやすい職場づくり 

５６ 

　精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、社内の精神障害者に精神障害者への配慮事項等に
関する事業所への助言等、ピアサポートの業務を担当させた場合に奨励金（２５万円）を支給します。 
 
 
 
　精神障害者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により雇用保険の一般被保険者として雇い入れるか、又
は精神障害者の休職者（※１）を職場復帰させるとともに、社内の精神障害者（１年以上安定して雇用されて
いる者）に１に該当する精神障害者の雇用管理に関する業務を新たに担当させた場合に、２の奨励金を支給
します。 
 
※１　休職者とは、職場復帰をした日の前日から６か月間以上休職していたものをいいます。ただし、職場復帰をし

た日の前日から１年間の間に延べ６か月間休職していた場合も対象となります。また、休職期間には年次有給休暇、

欠勤期間を含みます。 

 
　精神障害者の雇入れ又は休職者の職場復帰の日の前後６か月間に社内の精神障害者を担当者として配置す
ることが必要です。 
 
１．社内の精神障害者が担当するピアサポート業務 
　　次のいずれかに該当するもの 
　（１）精神障害者の職場定着や休職者の職場復帰を進めるために必要とされる配慮事項等に係る事業所へ

の助言 
　（２）当該事業所の産業保健スタッフ等の協力の下での精神障害者又は休職者に対する、経験に基づいた

職場生活、職場復帰等に関する情報提供、助言等 
　（３）（１）又は（２）のほか、精神障害者の職場定着又は休職者の職場復帰に資する業務 
 
２．支給額 
　　配置した社内の精神障害者１人あたり２５万円 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

精神障害者雇用安定奨励金 
（ピアサポート体制整備奨励金） 
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 通勤を容易にするための措置 

５７ 

　重度身体障害者、知的障害者、精神障害者または通勤が特に困難と認められる身体障害者を労働者として
雇い入れるまたは継続して雇用する事業主、またはこれらの重度障害者等を雇用している事業主を構成員と
する事業主団体が、これらの者の通勤を容易にするための措置を行う場合にその費用の一部を助成します。 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

重度障害者等通勤対策助成金 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 

３／４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１０年間 
 
 
 
 
 
 
 
 

１０年間 
 
 
 

１月間 
 
 
 

１０年間 

①住宅の新築等助成金 
　○対象障害者用に特別な構造または
設備を備えた住宅の新築・増築・
改築・購入（事業主団体を含む） 

 
 
②住宅の賃借助成金 
　○対象障害者用の住宅の賃借 
 
 
③指導員の配置助成金 
　○対象障害者用住宅への指導員の配
置（事業主団体を含む） 

④住宅手当の支払助成金 
 
⑤通勤用バスの購入助成金 
　○対象障害者のための通勤用バスの
購入（事業主団体を含む） 

⑥通勤用バス運転従事者の委嘱助成金 
　○対象障害者のための通勤用バスの
運転に従事する者の委嘱（事業主
団体を含む） 

⑦通勤援助者の委嘱助成金 
　○対象障害者の通勤を容易にするた
めに指導、援助等を行う通勤援助
者の委嘱 

⑧駐車場の賃借助成金 
　○自ら運転する自動車により通勤す
ることが必要な対象障害者に使用
させるための駐車場の賃借 

⑨通勤用自動車の購入助成金 
　○自ら運転する自動車により通勤す
ることが必要な対象障害者に使用
させるための通勤用自動車の購入 

・重度身体障害者 
・３級の体幹機能障害者 
・３級の視覚障害者 
・３級または４級の下肢障害者 
・３級または４級の乳幼児期以前の
非進行性の脳病変による移動機能
障害者 
・５級の下肢障害、体幹機能障害、
乳幼児期以前の非進行性の脳病変
による移動機能障害のいずれか２
つ以上重複する者 
・知的障害者 
・精神障害者 
 
※「③指導員の配置」 
　　「⑤通勤用バスの購入」 
　　「⑥通勤用バスの運転従事者の委
嘱」 
　③、⑤及び⑥の場合は対象障害者
が５人以上であることが必要 
 
※「⑦通勤援助者の委嘱」 
　対象障害者が継続雇用者の場合は、
通勤経路の変更を余儀なくされた
場合であることが必要 
 
 
 
 
 
・２級以上の上肢障害者 
・２級以上の乳幼児期以前の非進行
性の脳病変による上肢障害者 
・３級以上の体幹機能障害者 
・３級以上の内部障害者 
・４級以上の下肢障害者 
・４級以上の乳幼児期以前の非進行
性の脳病変による移動機能障害者 
・５級の下肢障害、体幹機能障害、
乳幼児期以前の非進行性の脳病変
による移動機能障害のいずれか２
つ以上重複する者 

・世帯用　１戸につ
き１,２００万円 

・単身者用　１人に
つき５００万円 

　（１事業所につき 
　５, ０００万円が限度） 
・世帯用 
　月１０万円 
・単身者用 
　月６万円 
・配置１人 
　月１５万円 
 
・障害者１人 
　月６万円 
・バス　１台 
　７００万円 
 
・委嘱１人　１回 
　６,０００円 
 
 
・委嘱１人　１回 
　２,０００円 
・交通費　１認定 
　３万円 
・障害者１人 
　月５万円 
 
 
・購入　１台 
　１５０万円 
　（１級または２級
の両上肢障害者
の場合は１台２５０
万円） 

［注］認定申請書の提出期限：①、⑤、⑨の助成金…新築・改修・購入等に係る契約（発注）日の前日の２か月前まで 
　　　　　　　　　　　　　　②、⑧の助成金…住宅、駐車場の賃貸借契約日の翌日の３か月後まで 
　　　　　　　　　　　　　　③、⑥、⑦の助成金…配置または委嘱する日の前日まで 
　　　　　　　　　　　　　　④の助成金…住宅手当を初めて支払った日の翌日の３か月後まで 
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 障害者を多数雇い入れ、事業施設等を整備 

５８ 

　重度身体障害者、知的障害者または精神障害者を労働者として多数雇い入れるまたは継続して雇用し、か
つ、安定した雇用を継続することができると認められる事業主で、これらの障害者のために事業施設等の整
備等を行う場合に、その費用の一部を助成します。 

問い合わせ先 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 奈良 高齢・障害者雇用支援センター 
 ＴＥＬ：０７４２－３０－２２４５（Ｐ９２、№３２） 

趣旨・目的 

概　　　要 

重度障害者多数雇用事業所 
施設設置等助成金 

助　成　金 対象となる障害者 助成率 限　度　額 支給期間 

２／３ 
 

特例 
３／４ 

５年間 

①第１種 
　○対象障害者のための
事業施設等の設置ま
たは整備 

 
 
 
 
 
②第２種 
　○対象障害者のための
事業施設等の設置ま
たは整備 

 
※利息助成 
　○上記①・②の事業施
設等の設置または整
備に要する費用に充
てるため、銀行また
は信用金庫から資金
を借入 

・重度身体障害者 
・知的障害者（重度でな
い知的障害者である短
時間労働者を除く） 
・精神障害者 
 
※「①第１種」 
　対象障害者を５人以上
雇入れ、継続雇用者と
あわせて１０人以上雇
用し、雇用労働者数に
占める対象障害者数の
割合が２ /１０以上で
あることが必要 
 
※「②第２種」 
　対象障害者を１年以上
継続して１０人以上雇
用し、雇用労働者数に
占める対象障害者数の
割合が２ /１０以上で
あることが必要 

・新規雇用５～９人 
　１.５億円 
・新規雇用１０人以上 
　２億円 
　（同一企業に対する支
給額の合計額は、４億
円が限度） 
　（特例３億円または４
億円） 
・１認定　５千万円 
　（特例１億円） 
　（同一事業所に対する
支給額との合計額は１
億円を限度） 
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 障害者就業・生活支援センターの設立 

５９ 

　障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を策定し、労働局長からの認定を受けた事
業主に対し、障害者の就業支援業務に要した費用の一部を助成します。 
 
 
 
　障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を作成し、当該計画について労働局長の認
定を受けた事業主に対し、障害者の就業支援業務に要した経費（人件費・一般管理費等）の一部について助
成します。 
 
【助成額】 
　一事業主につき６００万円（第１期３００万円、第２期３００万円） 

問い合わせ先 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 

趣旨・目的 

概　　　要 

障害者就業・生活支援センター 
設立準備助成金 
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 事業協同組合等が行う雇用管理の改善 

６０ 

　改善計画（※）の認定を受けた事業協同組合等の中小企業団体が、構成中小企業者の人材確保や労働者の
職場定着を支援するための事業を行った場合に助成します。 
 
※ 改善計画とは、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する

法律に基づき、事業協同組合や中小企業事業主等が労働時間等の設定の改善、職場環境の改善等の雇用管理の改善

について取り組む計画のことです。 

 
 
 
　助成金の支給対象となる中小企業人材確保推進事業の例は次のとおりです。 
１．各事業の企画・立案のための検討委員会の開催 
２．構成中小企業者における雇用管理状況等に関する調査の実施 
３．募集・採用ガイドブック等の作成・配布 
４．雇用管理に関するセミナーの実施 
５．合同企業説明会の実施 
６．構成中小企業者の労働者に対する職業相談の実施 
７．モデル事業説明会の実施 
 
【助成額】 
　実施した事業に要した費用の２／３の額を３年度間助成します。 
　なお、一事業年度の支給限度額が、構成中小企業者数によって定められております。 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 雇用管理係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５１０１（Ｐ９２、№３６） 

趣旨・目的 

概　　　要 

人材確保等支援助成金 
（中小企業人材確保推進事業助成金） 

認 定 組 合 等 の 区 分 限　度　額 

大規模認定組合等（構成中小企業者数５００以上） 

中規模認定組合等（同１００以上５００未満） 

小規模認定組合等（同１００未満） 

１,０００万円 

８００万円 

６００万円 
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 契約労働者の雇用管理の改善 

６１ 

　就業規則等により、有期契約労働者を正社員に転換する制度を導入し、適用した場合に奨励金を支給しま
す。 
 
 
 
１．正社員転換制度を導入し、正社員に転換させた事業主（転換制度導入事業主）に対する助成 
　労働協約又は就業規則に正社員転換制度を新たに定め、制度導入日（※）から起算して３年以内に、有
期契約労働者を実際に１人以上正社員に転換させた場合に、奨励金を支給します。 
 
※本奨励金においては、労働協約であれば締結日、就業規則であれば管轄する労働基準監督署等に届け出た日をいい

ます。ただし、制度の施行年月日が締結日や労働基準監督署等に届け出た日よりも後の場合は、施行年月日となり

ます。 

 
【助成額】 
　一事業主につき４０万円 
 
２．２人以上を正社員に転換させた事業主（転換促進事業主）に対する助成 
　上記１に加え、制度導入日から起算して３年以内に有期契約労働者を２人以上正社員に転換させた場合
に奨励金を支給します。 

 
【助成額】 
　１人につき２０万円（１０人まで支給対象とする。） 
　（母子家庭の母等の場合は３０万円） 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

中小企業雇用安定化奨励金 
（正社員転換制度奨励金） 
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 契約労働者の雇用管理の改善 

６２ 

　就業規則等により、フルタイム有期契約労働者について、正社員と共通の処遇を行う制度を導入し、適用
した場合に奨励金を支給します。 
 
 
 
　労働協約又は就業規則に賃金等について、フルタイム有期契約労働者と正社員との共通の処遇制度（※１）

を新たに定め、制度導入日（※２）から起算して２年間のうちに、フルタイム有期契約労働者について１人以
上当該制度を適用させた場合に奨励金を支給します。 
 
※１　本奨励金においては、仕事の難易度や責任度等に応じて、評価を行い処遇する制度を３区分以上の制度として

設け、当該区分に対応した基本給、職能給、職務給、賞与等の待遇が定められているものをいいます。ただし、

正社員とフルタイム有期契約労働者の評価区分が２区分以上共通していることが必要です。 

※２　本奨励金においては、労働協約であれば締結日、就業規則であれば管轄する労働基準監督署等に届け出た日を

いいます。ただし、制度の施行年月日が締結日や労働基準監督署等に届け出た日よりも後の場合は、施行年月日

となります。 

 
【助成額】 
　一事業主につき６０万円 
 
［注］本奨励金の創設（平成２１年４月１日）前に、制度を導入していた場合は、本奨励金の支給対象とはなりません。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

中小企業雇用安定化奨励金 
（共通処遇制度奨励金） 
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 契約労働者の雇用管理の改善 

６３ 

　就業規則等により、フルタイム有期契約労働者について、正社員と共通の教育訓練制度を導入し、適用し
た場合に奨励金を支給します。 
 
 
 
　労働協約又は就業規則に正社員と共通の教育訓練制度（Ｏｆｆ－ＪＴに限る。）を新たに定め、制度導入日（※）

から起算して２年以内に、フルタイム有期契約労働者の３割以上に共通の教育訓練制度による教育訓練を修
了させた場合に奨励金を支給します。 
 
※本奨励金においては、労働協約であれば締結日、就業規則であれば管轄する労働基準監督署等に届け出た日をいい

ます。ただし、制度の施行年月日が締結日や労働基準監督署等に届け出た日よりも後の場合は、施行年月日となり

ます。 

 
【助成額】 
　一事業主につき４０万円 
 
［注］本奨励金の創設（平成２１年４月１日）前に、共通の教育訓練制度を導入していた場合には、本奨励金の支給対象

とはなりません。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

中小企業雇用安定化奨励金 
（共通教育訓練制度奨励金） 
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 パートタイム労働者の雇用管理の改善 

６４ 

　パートタイム労働者の仕事や能力に応じた待遇について、正社員と共通の評価・資格制度を導入し、実際
に当該制度を適用した場合に助成金を支給します。 
 
 
 
　事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者の待遇について正社員と共通の評価・資格制度を
新たに定め、２年間のうちに１人以上制度を適用させた場合に助成金を支給します。 
 
【助成額】 
　一事業主につき５０万円（中小企業は６０万円） 
 
　助成金は２回に分けて支給します。 
 
　　第１回目　２５万円　制度の対象者が生じた場合に支給 
　　第２回目　２５万円（中小企業は３５万円）　第１回目の支給要件を満たしてから６か月経過後、対象者が

継続して雇用されている場合に支給 
 
 
※１　正社員と共通の評価・資格制度とは次に該当するものをいいます。 

　（１）「職能資格制度」などパートタイム労働者の仕事や能力に応じた「格付け」を設定していること。 

　（２）格付けの区分が３段階以上であること。 

　（３）格付けの区分に応じて、基本給や賞与などの待遇が定められていること。 

　（４）評価・格付けは全ての正社員・パートタイム労働者に適用すること。 

　（５）パートタイム労働者の２分の１以上（１人の場合はその人）が雇用保険の被保険者であること。 

 

※２　評価・資格制度（パート）との選択制です。両方で助成金を受給することはできません。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金 
（資格・評価制度（共通）） 
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 パートタイム労働者の雇用管理の改善 

６５ 

　パートタイム労働者の仕事や能力に応じた評価・資格制度を導入し、実際に当該制度を適用した場合に助
成金を支給します。 
 
 
 
　事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者の仕事や能力に応じた「格付け」を設定した評価・
資格制度を新たに定め、２年間のうちに１人以上制度を適用させた場合に助成金を支給します。 
 
【助成額】 
　一事業主につき３０万円（中小企業は４０万円） 
 
　助成金は２回に分けて支給します。 
 
　　第１回目　１５万円　制度の対象者が生じた場合に支給 
　　第２回目　１５万円（中小企業は２５万円）　第１回目の支給要件を満たしてから６か月経過後、対象者が

継続して雇用されている場合に支給 
 
 
※１　パートタイム労働者の仕事や能力に応じた評価・資格制度とは次に該当するものをいいます。 

　（１）「職能資格制度」などパートタイム労働者の仕事や能力に応じた「格付け」を設定していること。 

　（２）格付けの区分が３段階以上であること。 

　（３）格付けの区分に応じて、基本給や賞与などの待遇が定められていること。 

　（４）評価・格付けは全てのパートタイム労働者に適用すること。 

　（５）パートタイム労働者の２分の１以上（１人の場合はその人）が雇用保険の被保険者であること。 

 

※２　評価・資格制度（共通）との選択制です。両方で助成金を受給することはできません。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金 
（資格・評価制度（パート）） 
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 パートタイム労働者の雇用管理の改善 

６６ 

　パートタイム労働者から正社員への転換のための試験制度を導入し、実際に当該制度を適用した場合に助
成金を支給します。 
 
 
 
　事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者から正社員への転換のための試験制度を新たに定
め、２年間のうちに１人以上制度を適用させた場合に助成金を支給します。 
 
【助成額】 
　一事業主につき３０万円（中小企業は４０万円） 
 
　助成金は２回に分けて支給します。 
 
　　第１回目　１５万円　制度の対象者が生じた場合に支給 
　　第２回目　１５万円（中小企業は２５万円）　第１回目の支給要件を満たしてから６か月経過後、対象者が

継続して雇用されている場合に支給 
 
 
※１　正社員への転換制度は次に該当する制度をいいます。 

　（１）転換後の「正社員」は労働契約期間の定めがないこと。 

　（２）転換前のパートタイム労働者は、下記に該当することが必要です。 

　　ア　転換前６か月以上パートタイム労働者として支給申請事業主に雇用されていること。 

　　イ　転換前日から起算して過去３年間に、支給申請事業主の正社員又は短時間正社員でないこと。 

　　ウ　正社員に雇用されることを前提に、試行雇用等により雇用されている者ではないこと。 

　（３）格付けの区分に応じて、基本給や賞与などの待遇が定められていること。 

　（４）評価・格付けは全てのパートタイム労働者に適用すること。 

 

※２　中小企業においては、有期契約のパートタイム労働者で雇用保険の被保険者又は公共職業安定所等の紹介によ

り雇用された者は、「中小企業雇用安定化奨励金」の対象となります。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金 
（正社員転換制度） 
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 パートタイム労働者の雇用管理の改善 

６７ 

　パートタイム労働者の健康診断制度を導入し、実際に延べ４人以上に実施した場合に助成金を支給します。 
 
 
 
　事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者の健康診断制度（雇入時健康診断、定期健康診断、
人間ドック、生活習慣病予防検診のうちいずれか一つ以上）を新たに定め、２年間のうちに延べ４人以上に
実施した場合に助成金を支給します。 
 
【助成額】 
　１事業主につき３０万円（中小企業は４０万円） 
 
　助成金は２回に分けて支給します。 
　　第１回目　１５万円　制度の対象者が生じた場合に支給 
　　第２回目　１５万円（中小企業は２５万円）　第１回目の支給要件を満たしてから６か月経過後、対象者

が継続して雇用されている場合に支給 
 
 
※雇入時健康診断と定期健康診断の場合は、１週間の所定労働時間が正社員の４分の３未満のパートタイム労働者に実

施した場合にのみ支給対象となります。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

短時間労働者均衡待遇推進等助成金 
（健康診断制度） 
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 短時間正社員制度の実施 

６８ 

短時間正社員制度導入促進等助成金 

　短時間正社員制度を導入し、実際に当該制度を利用した場合に、対象労働者１０人目まで助成金を支給しま
す。 
 
 
 
　事業主が就業規則又は労働協約に短時間正社員制度を新たに定め、５年間のうちに本人の自発的な申し出
により一定期間以上この制度を利用した労働者が生じた場合に１０人目まで助成金を支給します。 
 
１．短時間正社員制度を導入し、連続した３か月以上この制度を利用した対象者が生じた事業主（対象者１
人目） 
　【助成額】 
　　一事業主につき３０万円（中小規模事業主は４０万円） 
　　　※中小規模事業主とは、常時雇用する労働者が３００人を超えない事業主をいいます 
　　助成金は２回に分けて支給します。 
　　　第１回目　１５万円　制度の対象者が生じた場合に支給 
　　　第２回目　１５万円（中小規模事業主は２５万円）　第１回目の支給要件を満たしてから６か月経過後、

対象者が継続して雇用されている場合に支給 
 
２．短時間正社員制度を導入し、連続した４か月以上この制度を利用した対象者が２人以上生じた事業主（対
象者２人目～１０人目） 

　【助成額】 
　　対象者１人につき１５万円（中小規模事業主は２０万円） 
 
 
※短時間正社員制度は次に該当する制度をいいます。 

　（１）正社員と比較して以下のいずれかに該当する制度であること。 

　　ア　１日に所定労働時間を短縮する制度：１日の所定労働時間が７時間以上の場合で、１日の所定労働時間を１

時間以上短縮するもの。 

　　イ　週又は月の所定労働時間を短縮する制度：１週当たりの所定労働時間が３５時間以上の場合で、１週当たりの

所定労働時間を１割以上短縮するもの。 

　　ウ　週又は月の所定労働日数を短縮する制度：１週当たりの所定労働日数が５日以上の場合で、１週当たりの所

定労働日数を１日以上短縮するもの。 

　（２）労働契約期間の定めがないこと。 

　（３）時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法等が、同一事業所に雇用されるフルタイムの正規型の労働

者と同等であること。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 初めて育児休業者が出た場合 

　中小企業における育児休業の取得促進を図るため、一定の要件を備えた育児休業を実施する中小企業事業
主（労働者数１００人以下）に対して、初めて育児休業取得者が出た場合に助成金を支給します。 
 
 
 
○以下の１～６のいずれにも該当する雇用保険の適用事業主について、下表に掲げる額を支給します。 
　１．常時雇用する労働者の数が１００人以下であること。 
　２．次世代育成支援対策推進法に基づき、支給申請前に一般事業主行動計画を策定し、その旨を労働局長
に届け出ていること。平成２１年４月１日以後、一般事業主行動計画を策定又は変更する場合は、一般事
業主行動計画を公表し、かつ、労働者に対し周知したこと。 

　３．労働協約又は就業規則に育児休業について規定していること。 
　　　平成２２年６月３０日以後に支給申請を行う場合は、改正育児・介護休業法に対応した育児休業について、
支給申請前に労働協約又は就業規則に規定していること。 

　４．当該企業において雇用保険の被保険者として雇用する労働者であって、平成１８年４月１日以後に、初
めて育児休業を取得した者が出たこと。 

　５．育児・介護休業法施行規則第５条第４項で定める事項（①育児休業申出を受けた旨　②育児休業開始
予定日及び育児休業終了予定日　③育児休業申出を拒む場合には、その旨及びその理由）について、当
該対象労働者に対し書面等（育児休業取扱通知書など）により通知していること。（対象労働者が育児
休業を平成２２年６月３０日以後に開始した場合に限る。） 

　６．対象となる労働者は、以下の要件を全て満たしているものであること。 
　　（１）雇用保険の被保険者資格：子の出生まで、雇用保険の被保険者として１年以上継続雇用されてい

ること。 
　　（２）休業取得期間：平成１８年４月１日以後、１歳までの子を養育するため６か月以上育児休業（※）を

取得したこと。（※労働者に産後休業をした期間があり、かつ、産後休業の終了後引き続き育児休業
をした場合は、産後休業を含め６か月以上。） 

　　（３）復職後：育児休業終了日の翌日から起算して１年以上（※）雇用保険の被保険者として継続して雇
用されたこと。（※対象労働者の育児休業終了日が平成２２年４月３０日以前である場合は６か月以上。） 

 
○支給額 
　１人目：１００万円　２人目から５人目まで：８０万円 
 
 
※同一の労働者が上記６に複数回該当する場合等は、当該労働者が最初に該当する場合のみ支給対象となります。 

問い合わせ先 奈良労働局 雇用均等室 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２１０（Ｐ９２、№２９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

育児・介護雇用安定等助成金 
（中小企業子育て支援助成金） 
（平成２４年３月３１日までの時限措置） 
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 保育施設を事業所内に設置 

　労働者のための保育施設を事業所内に設置する事業主又は事業主団体に対し、その設置、運営（運営開始
後最長１０年間）、増築及び保育遊具等購入に係る費用の一部を助成します。 
 
 
 
　一定の要件を備えた事業所内保育施設についての計画を作成し、設置、運営又は増築、保育遊具等の購入
を行った場合、下表に掲げる額を支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　 
※施設要件等 

　①乳幼児の定員が１０人以上であり、１人当たりの面積が原則として７㎡以上であること。 

　②原則として児童福祉施設最低基準の要件を満たしていること。 

　③設置場所は、事業所の敷地内、近接地、労働者の通勤経路・居住地の近接地であり、継続的利用が見込まれるも

のであること。 

　④利用者は、原則として、その雇用する労働者又はその雇用する労働者以外の雇用保険の被保険者である労働者で

あること。 

問い合わせ先 奈良労働局 雇用均等室 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２１０（Ｐ９２、№２９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

助　成　限　度　額 助成率等 

２,３００万円 

４０万円 

（大企業）２分の１ 
（中小企業） 
　　　　  ３分の２ 
 
　　 ２分の１ 
 
２分の１×（増加す 
る定員）／（建替え 
後の施設の定員） 
（大企業） 
　１年目～５年目 
　　 ２分の１ 
　６年目～１０年目 
　　 ３分の１ 
（中小企業） 
　１年目～５年目 
　　 ３分の２ 
　６年目～１０年目 
　　 ３分の１ 
 
自己負担金１０万円 
を控除した額 

１,１５０万円 
※５人以上の定員増を伴う増築、体調不調児のための安静 
　室等の整備 

２,３００万円 
※５人以上の定員増を伴う建替え 

※１品の単価が１万円以上（セット販売を含む。）、総額２０万円以上の場 
　合に限る 
　設置費又は増築費の支給申請と同時に申請を行う場合のみ支給 

１年目～５年目 
規模に応じ 
最高６９９万６千円 
規模に応じ 
最高９５１万６千円 
規模に応じ 
最高１,０１４万６千円 

上記それぞれの型の運営に 
係る額＋１６５万円 

６年目～１０年目 
規模に応じ 
最高４６６万４千円 
規模に応じ 
最高６３４万４千円 
規模に応じ 
最高６７６万４千円 

上記それぞれの型の運営に 
係る額＋１１０万円 

 
設 置 費 

 
 
 

増 築 費 
 
 
 
 
 
 
 

運 営 費 
 
 
 
 
 
 

保育遊具 
等購入費 

 
増　　　築 

 
 

建　替　え 
 

運 営 形 態 

通　常　型 
 

時間延長型 
 

深夜延長型 
 

体調不調児 
対　応　型 

育児・介護雇用安定等助成金 
（事業所内保育施設設置・運営等助成金） 
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 労働者が育児・介護サービスを利用 

　労働者が育児又は介護に係るサービスを利用する際に要した費用の全部又は一部を補助する制度を労働協
約又は就業規則に規定し、実際に費用補助を行った事業主及び育児又は介護に係るサービスを行うものと契
約し、そのサービスを労働者に利用させた事業主に対して、事業主が負担した額の一定割合を助成します。 
 
 
 
１．雇用保険の被保険者である労働者（育児サービスの場合は小学校就学の始期に達するまでの子を養育す
る労働者、介護サービスの場合は家族（配偶者、父母、子、配偶者の父母、その他の同居の親族）の介護
をする労働者）が利用した育児・介護サービス費用のうち、事業主が負担した額に対して、下表に掲げる
助成をします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※下線の助成率・限度額は平成２４年３月３１日までの措置で、以後は育児に係るサービスの助成率は２分の１になりま

す。 

※支給対象期間は、最初に費用補助を開始した日から５年間を限度とします。 

※雇用する労働者が育児・介護サービスを利用する際にそれに要した費用の全部若しくは一部を補助する措置又はベ

ビーシッター会社、シルバーサービス会社等育児・介護サービスの提供者と事業主が契約し労働者に利用させる措

置のいずれか１つ以上を労働協約又は就業規則に定め、実施していることが必要です。 

※対象となるサービスを提供する施設等の例としては、認可外保育施設、ファミリー・サポート・センター、民間ベ

ビーシッター会社、家政婦（夫）、シルバー人材センター、家庭福祉員、有償ボランティア組織等があります。 

 
２．労働者の育児・介護サービス利用料を補助する制度を平成１０年４月１日以降新たに設けた事業主で、初
めて労働者に費用補助を行った場合に、上記の額に加え、下表に掲げる額を支給します。 
 
 
 
 
 
※［　］内の金額は、常時雇用する労働者が３００人以下で、一般事業主行動計画の策定・届出がない場合
の金額です。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

育児・介護雇用安定等助成金 
（両立支援レベルアップ助成金 
（育児・介護費用等補助コース）） 

 

中小企業 

 

 

大 企 業 

サービスの内容 

中小企業 

大 企 業 

支給額（１事業主につき） 

４０万円［３０万円］ 

３０万円［２０万円］ 

助 成 率 

育児に係るサービス 

 

介護に係るサービス 

３分の１ 

４分の３ 

 

２分の１ 

限　度　額 

１年間（１月１日～１２月３１日）につき育児・

介護サービス利用者１人当たり３０万円（中

小企業事業主４０万円）かつ１事業所当た

り３６０万円（中小企業事業主４８０万円） 
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 育児休業取得者の代替要員を確保 

　育児休業終了後、育児休業取得者を原職又は原職相当職（以下「原職等」といいます。）に復帰させる旨
の取り扱いを労働協約又は就業規則に規定し、育児休業取得者の代替要員を確保し、かつ育児休業取得者を
原職等に復帰させた事業主に、一定額を助成します。 
 
 
 
　３か月以上の育児休業取得者の休業期間中に代替要員を３か月以上派遣若しくは雇用により新規に確保し、
かつ育児休業取得者を当該休業終了後に原職等に復帰させており、「当該育児休業終了後引き続き雇用保険
の被保険者として、６か月以上雇用している場合」に、下表に掲げる額を支給します。 
 
１．原職等復帰について、平成１２年４月１日以降新たに労働協約又は就業規則に規定した事業主 
 
 
 
 
 
 
 
 　※［　］内の金額は、常時雇用する労働者が３００人以下で、一般事業主行動計画の策定・届出がない場合の金額です。 

 
２．原職等復帰について、平成１２年３月３１日までに既に労働協約又は就業規則に規定している事業主 
 
 
 
 
 
 

※月数の算定は、算定を開始する日から翌月の同じ日付の前日までを１か月として計算します。ただし、翌月に該当

する日がない場合は、その月の末日をもって１か月とし、１か月未満の日数は切捨てとします。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

育児・介護雇用安定等助成金 
（両立支援レベルアップ助成金 
（代替要員確保コース）） 

①支給対象労働者が最初に生じた場合 

 

②２人目以降の支給対象労働者が生じた場合 

※最初に支給対象労働者が生じた日の翌日から５年間、

①と合わせて１事業所当たり１年度10人まで 

支給対象労働者１人当たり 

中小企業 

大 企 業 

中小企業 
 

大 企 業 

５０万円［４０万円］※ 

４０万円［３０万円］※ 

１５万円 
 
１０万円 

支給対象労働者が生じた場合 

※平成１２年４月１日以降、最初に支給対象労働者が

生じた日の翌日から５年間、１事業所当たり１年

度10人まで 

支給対象労働者１人当たり 

中小企業 

 

大 企 業 

１５万円 

 

１０万円 
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 短時間勤務制度の実施 

　少なくとも小学校就学の始期に達するまでの子（小規模事業主においては、少なくとも３歳に達するまで
の子）を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度（１日の労働時間を６時間とする制度を含む短時間勤
務制度）を労働協約又は就業規則に規定し、労働者がこれらの制度を連続して６か月以上利用した場合に事
業主に対して助成金を支給します。 
 
 
 
　少なくとも小学校就学の始期に達するまでの子（小規模事業主においては、少なくとも３歳に達するまで
の子）を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を労働協約又は就業規則により制度化しており（複数
の事業所を有する事業主にあってはすべての事業所において制度化していることが必要です。）、雇用保険の
被保険者として雇用する小学校第３学年修了までの子を養育する労働者が短時間勤務制度を連続して６か月
以上利用し、その翌日から引き続き雇用保険の被保険者として１か月以上雇用し、かつ、支給申請日に雇用
している場合に、１事業主当たり下表に掲げる額を支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※小規模事業主：常時１００人以下の労働者を雇用する事業主。 

　中規模事業主：１０１人以上の労働者を雇用し、常時雇用する労働者の数が３００人以下の事業主。 

　大規模事業主：常時雇用する労働者の数が３０１人以上の事業主。 

※２人目以降の支給対象労働者は、同一の子を養育する同一の労働者を除きます。 

※最初の支給対象労働者が生じた日の翌日から５年以内、１事業主当たり延べ１０人（小規模事業主は５人）までの支

給となります。 

 
【支給対象となる短時間勤務】 
　次の１から３までのいずれかに該当するものであること。 
１．１日の所定労働時間を短縮する短時間勤務（１日の所定労働時間が７時間以上の者について、１日の所
定労働時間を１時間以上短縮しているものに限られます。） 
２．週又は月の所定労働時間を短縮する短時間勤務（１週当たりの所定労働時間が３５時間以上の者について、
１週当たりの所定労働時間を１割以上短縮しているものに限られます。） 

３．週又は月の所定労働日数を短縮する短時間勤務（１週当たりの所定労働時間が５日以上の者について、
１週当たりの所定労働日数を１日以上短縮しているものに限られます。） 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

育児・介護雇用安定等助成金 
（両立支援レベルアップ助成金 

（子育て期の短時間勤務支援コース）） 

小規模事業主 

中規模事業主 

大規模事業主 

小規模事業主 

中規模事業主 

大規模事業主 

①支給対象労働者が最初に生じた場合 

 

 

②２人目以降の支給対象労働者が生じ 

　た場合 

１００万円 

５０万円 

４０万円 

８０万円 

４０万円 

１０万円 
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 職場復帰プログラムの実施 

　育児休業又は介護休業取得者がスムーズに職場復帰できるよう、職場適応性や職業能力の維持回復を図る
措置（職場復帰プログラム）を実施した事業主・事業団体に支給します。 
 
 
 
　育児休業期間が３か月以上の育児休業者（産後休業終了後引き続き育児休業をした場合は、産後休業期間
を含みます。）又は介護休業期間が１か月以上の介護休業者（以下「対象労働者」といいます。）に対して、
下表１の職場復帰プログラムを１つ以上実施している場合に職場復帰プログラムの内容・実施期間に応じて
下表２に揚げる額を、下表３の限度額まで支給します。 

問い合わせ先 （財）２１世紀職業財団 奈良事務所 ＴＥＬ：０７４２－３６－６７７７（Ｐ９３、№３９） 

趣旨・目的 

概　　　要 

育児・介護雇用安定等助成金 
（両立支援レベルアップ助成金 
（休業中能力アップコース）） 

①在宅講習 
　（支給限度１２か月）１か月以
上実施 
 
 
②職場環境適応講習 
　（支給限度１２日）月１日実施 
 
 
③職場復帰直前講習 
　（支給限度１２日）育児休業終
了前３か月間又は介護休業終
了前１か月間に３日以上実施 
 
④職場復帰直後講習 
　（支給限度１２日）休業終了翌
日から１か月間に３日以上実
施 

・事業主・事業主団体が作成した教材又は選定した教育訓練施設の講座
の教材等を用いて、休業期間中のあらかじめ設定された期間に休業者
の自宅等において実施 
・休業者の現在の仕事又は近く就く予定の仕事に関連した講習 
 
・休業期間中に、事業主・事業主団体自ら実施 
・休業者が、休業期間中に職業能力の維持回復を図るために受ける講習
等 
 
・休業期間中に、事業主・事業主団体が自ら実施又は選定した教育訓練
施設で実施 
・休業者の職場適応性や職業能力の維持回復を図るために、指導担当者
の下に実施される講習等 
 
・復帰後に、事業主・事業主団体が自ら実施又は選定した教育訓練施設
で実施 
・職場復帰直前講習と同様、休業者の職場適応性や職業能力の維持回復
を図るために指導担当者の下に実施される講習等 

表１ 

表２ 【支給対象労働者１人当たり支給額】 

プログラム別支給単価 中小企業 大企業 支給限度 
１２か月 
１２日 
１２日 
１２日 

７,０００円 
３,０００円 
４,０００円 
４,０００円 

９,０００円 
４,０００円 
５,０００円 
５,０００円 

１月当たり 
１日当たり 
１日当たり 
１月当たり 

在宅講習 
職場環境適応講習 
職場復帰直前講習 
職場復帰直後講習 

中小企業 大企業 
１３,０００円   
（２０,０００円） 
※（　）は情報提供を行った場合 

　の支給額です。 

※各プログラムについて、支給単価に実施した月数又は日数を乗じた金額を支給します。 

表３ 

企業規模 
中小企業 
大企業 

支給対象労働者１人当たり（限度額） 
２１万円 
１６万円 

※支給は、１事業所当たり育児休業者、介護休業者それぞれ延べ１００人までです。 

１０,０００円 
（１５,０００円） 

【プログラム開発作成費】 
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 経済的支援の実施 

育児休業取得促進等助成金 
（育児休業取得促進措置） 

　労働者の育児休業期間中に、事業主が独自に３か月以上の経済的支援を行った場合に、経済的支援に係る
費用の一部を助成します。 
 
 
 
　育児休業の対象となる子が生まれた日から、満３歳の誕生日の前日までの間において、雇用保険の被保険
者の方に育児休業を取得させ、３か月以上の期間にわたり経済的支援を行った場合に助成します。 
 
　※短時間勤務制度を利用する方に対しても助成します。（短時間勤務促進措置） 
 
【助成額】 
　事業主が行う経済的支援の額に次の助成率を乗じた額を支給します。 
　　中小企業　３／４（大企業２／３） 
　ただし、上限がありますのでご注意ください。 
 
※育児休業制度は、労働協約または就業規則に定める必要があります。 

※経済的支援とは、事業主が対象被保険者の育児休業期間中に支払う手当などをいい、賞与や一時金、出産お祝い金

などは除きます。 

　なお、経済的支援は、労働協約、就業規則、給与規程または労働契約などに定める必要があります。 

問い合わせ先 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 介護福祉機器の導入 

介護労働者設備等整備モデル奨励金 

　奨励金は、介護労働者の身体的負担軽減や腰痛を予防するため、労働局の認定を受けた導入・運用計画に
基づき、介護福祉機器を新たに導入し、適切な運用を行うことにより労働環境を改善し、もって､介護労働
者の雇用管理の改善を図った事業主に対して、当該機器の導入・運用等に要した費用の一部を支給します。 
 
 
 
　介護福祉機器の導入等に要した費用であって、計画期間内に支払いが完了した額の１／２（上限は３００万
円）。 
 
 対象となる介護福祉機器　★１品１０万円以上であること 
　介護労働者が使用することにより､ 直接的に身体的負担が軽減され､ 腰痛予防の効果が高く、労働環境の
改善が見込まれるもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ただし、次に該当する場合は対象外です。 

問い合わせ先 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 

趣旨・目的 

概　　　要 

１．移動用リフト 
　※立体補助機（スタンディングマシーン）を 
　　含む。 
　※移動用リフトと同時に購入したスリングシ 
　　ートを含む。 

○要介護者が購入・賃借する機器 
○事業主が私的目的で購入した機器 
○事業主以外の名義の機器 
○現物出資された機器 
○商品として販売・賃貸する目的で購入した機器 
○原材料 
○取得後、解約・第三者に譲渡した機器 
○支払事実が明確でない機器 
○国外で導入された機器 

○資本的・経済的関連性がある事業主間の取引に 
　よる機器 
○配偶者間、１親等間、法人とその代表者・代表 
　者の配偶者間、代表の１親等の親族間、法人と 
　その取締役間、同一代表者の法人間 
○同じ機器で他の助成金をすでに受給した場合 
○１年以上にわたり反復して更新することが見込 
　まれない契約により賃借した機器 

５．特殊浴槽 
　※リフトと共に稼働するもの、側面が開閉可 
　　能なもの。 
　　同時に購入した担架や入浴用車いすを含む。 

２．自動車用車いすリフト 
　※福祉車両の場合は、本体を除いたリフト部 
　　分のみ。 

６．ストレッチャー 

３．ベッド 
　※傾斜角度、高さが調節できるもの。 
　　マットレスは除く。 

４．座面昇降機能付車いす ９．車いす体重計 

７．シャワーキャリー 

８．昇降装置 
　※人の移動に使用するものに限る。 
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（建設教育訓練助成金） 

 技能の向上のため教育訓練 

７７ 

　中小建設事業主等が、建設労働者の技能の向上のために教育訓練を行った場合の経費及び賃金の一部を助
成します。 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

趣旨・目的 

概　　　要 

種　類 
認定訓練 
 
 
 
 
 
 
技能実習 
 
 
 
 
 
通信教育 
訓練 
 
就業機会 
確保事業 
 
 
 
 
 
受講援助 
 
職業訓練 
推進 
 
 
施設等 
設置整備 

第１種 
 
 
 

第４種 
 
 

第２種 
 
 

第４種 
 
 

第２種 
 
 

第２種 
 
 
 

第４種 
 
 

第３種 
 

第３種 
 
 
 

第３種 

概　　要 助成率及び限度額 
１人１月（コース又は単位）当た
り１,８００円から２５,０００円を限度（訓
練の課程により助成額が異なりま
す。） 
１人１日当たり５,４００円又は７,０００
円を限度（訓練の課程により助成
額が異なります。） 
一の技能実習について１日２０万円
（訓練内容により１３万円）かつ２０
日分を限度 
一の技能実習等について１人１日
当たり７,０００円（上限）かつ２０日
分を限度 
一の教育訓練の受講料（教科書代・
教材費含む）の１/２、１人当た
り１０万円を限度 
教育訓練の実施に要した経費の１
/２（中小建設事業主の団体につ
いては２ /３）、１コースあたり
５万円を限度 
通常の賃金の額の１ /２（中小建
設事業主は２ /３）、一の教育訓
練について１５０日分を限度 
受講のために旅費として負担した
額の１/２ 
支給対象経費の２/３、一事業年
度９,０００万円を限度（職業訓練の
規模により、７,５００万円、６,０００万
円又は４,５００万円を限度） 
設置又は整備費用の１ /２、３億
円を限度 

中小建設事業主等が都道府県から認定訓練助成事
業補助金等の交付を受けて、職業能力開発促進法
による認定訓練を行った場合、経費の一部を助成 
 
中小建設事業主が雇用する建設労働者に勤務扱い
で認定訓練を受講させた場合、賃金の一部を助成 
 
中小建設事業主等が雇用する建設労働者に技能実
習を行う場合又は登録教習機関で行う技能講習等
を受講させた場合、経費の一部を助成 
中小建設事業主が雇用する建設労働者に勤務扱い
で技能実習等を受講させた場合、賃金の一部を助
成 
中小建設事業主が雇用する建設労働者に通信制に
よる教育訓練を受講させた場合、経費の一部を助
成 
建設業務労働者就業機会確保事業の認定を受けた
建設業の事業主団体が、送出事業に係る建設労働
者のために教育訓練を行った場合、経費の一部を
助成 
建設業務労働者就業機会確保事業の許可を受けた
建設事業主が送出する建設労働者に勤務扱いで教
育訓練を受講させた場合、賃金の一部を助成 
中小建設事業主が雇用する建設労働者に広域的職
業訓練を受講させた場合、旅費の一部を助成 
広域的職業訓練法人が建設工事における作業に係
る職業訓練の推進のための活動を行った場合、経
費の一部を助成 
 
広域的な職業訓練法人が認定訓練の実施に必要な
施設又は設備の設置又は整備を行った場合、経費
の一部を助成 
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 雇用の改善 

人材確保等支援助成金 
（建設事業主雇用改善推進助成金） 

７８ 

　中小建設事業主が、建設労働者の雇用改善のための計画を作成し、当該計画に従って、雇用改善の取組を
行った場合の経費及び賃金の一部を助成します。 
 
 
 
　中小建設事業主が建設労働者の雇用改善のための計画（雇用改善実施計画）を作成し、（独）雇用・能力開
発機構の認定を受け、当該計画に従って雇用改善の取組を実施した場合、助成金を支給します。 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

趣旨・目的 

概　　　要 

事　　業　　区　　分 

１　雇用管理責任者の選任・配置等 

２　募集・採用を円滑に行うための新たな取組 

３　高齢労働者・女性労働者の活躍を推進する取

組 

４　魅力ある職場づくりのための取組 

５　臨時雇用労働者の雇用改善 

６　雇用管理改善のための社会保険労務士等の活

用 

助 成 率 及 び 限 度 額 

１について 

　・研修実施経費　１０万円／１日（６日分限度） 

　・研修受講援助　７,０００円（上限）／１人１日 

　　　　　　　　　（６日分限度） 

２から４のそれぞれについて 

　支給対象経費の１／２、１００万円を限度 

５及び６のそれぞれについて 

　支給対象経費の１／２、５０万円を限度 

 

※１から６の合計で２００万円を限度 
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（建設事業主団体雇用改善推進助成金） 

 事業主団体が雇用の改善 

７９ 

　建設業の事業主団体が、団体の構成員である建設事業主に雇用される建設労働者の雇用改善を図るため雇
用改善推進事業を行った場合、経費の一部を助成します。 
 
 
 
　中小建設事業主の団体又はその連合団体が傘下企業の雇用管理の改善が必要と思われる項目について、数
値目標を設定し、（独）雇用・能力開発機構の認定を受け、その目標達成のために必要な事業を実施した場合、
助成金を支給します。 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 雇用管理係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５１０１（Ｐ９２、№３６） 

趣旨・目的 

概　　　要 

事　　業　　区　　分 

１　雇用管理の改善を促進するための事業 

２　雇用管理研修等の実施 

３　能力開発を促進するための事業 

４　職業生活上の環境の整備、健康管理の実施を

促進するための事業（地域団体に限る） 

５　体系的な処遇の改善を推進するための事業 

６　教育訓練の共同化又は広域化を推進するため

の事業 

７　再就職、建設業への入職促進を支援するため

の事業 

８　高齢労働者・女性労働者の活躍を促進するた

めの事業 

９　若年労働者の採用や定着を促進するための事

業 

助 成 率 及 び 限 度 額 

■１から４について 

　支給対象経費の合計額の１／２、２００万円 

　（全国団体は１，０００万円）を限度 

 

 

■５から８のそれぞれについて 

　支給対象経費の２／３、１００万円 

　（全国団体は４００万円）を限度 

■７及び９の事業について 

　７において厚生労働大臣による実施計画の認定

を受けて需給調整事業を実施する場合、及び９

については、それぞれ支給対象経費の２／３、

２００万円（全国団体は８００万円）を限度 
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 事業主団体が人材育成を支援 

人材確保等支援助成金 
（建設業人材育成支援助成金） 

８０ 

　中小建設事業主団体又はその連合団体が、小学校、中学校、高校等におけるキャリア教育への支援を行っ
た場合、経費の一部を助成します。 
 
 
 
　次の１から６の事業の実施に係る計画（建設業人材育成支援計画）を策定し、（独）雇用・能力開発機構の
認定を受け、当該計画に従って取組を実施した場合、事業の実施に要した費用の３分の２に相当する額（全
体で８００万円を限度）を支給します。 
１．建設業人材育成支援協議会の設置・運営（助成は１００万円限度） 
２．建設業の役割や魅力を伝える啓蒙活動又は加工技術等の体験指導 
３．建設現場における見学会又は体験実習 
４．職業訓練施設等における実践的技能研修又は教育訓練等に係る情報提供 
５．教職員に対する建設業への理解や指導能力の向上を図るための研修 
６．キャリア形成モデルの策定・提供 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 雇用管理係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５１０１（Ｐ９２、№３６） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 退職金制度の設置 

中小企業退職金共済制度 

８１ 

　中小企業に働く従業員のための退職金制度である「中小企業退職金共済制度」は、単独で退職金制度を設
けることが困難な中小企業について、事業主の相互共済と国の支援によって設けられているものです。 
 
 
 
　事業主が中退共と退職金共済契約を結び、毎月の掛金を金融機関に納付します。従業員が退職したときは、
その従業員に中退共から退職金が直接支払われます。 
 
１．加入条件 
　　条件を満たしている中小企業であれば、どなたでも加入できます。 
 
２．掛金月額 
　　年齢、勤続年数に応じて掛け金を選べます。 
 
３．加入手続き 
　　「新規申込書」に記入、押印をして、下記窓口に提出して下さい。 
　　○金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫、商工中金） 
　　○委託事業主団体（労働保険事務組合、中小企業団体中央会、商工会議所、商工会、青色申告会、労働

基準協会、全国乗用自動車連合会、社会保険労務士会、中小企業勤労者福祉サービスセンター、日本
税理士協同組合連合会等） 

 
４．退職金額 
　　基本退職金＋付加退職金 
 
５．特定業種退職金共済制度 
　　建設業・清酒製造業・林業に携わる期間雇用者を対象とする退職金共済制度については、下記の本部へ
お問い合わせ下さい。 
　　　建設業退職金共済事業本部　　　０３－５４００－４３１６ 
　　　清酒製造業退職金共済事業本部　０３－５４００－４３５０ 
　　　林業退職金共済事業本部　　　　０３－５４００－４３３４ 
 
　なお、新規に退職金共済制度に加入する場合や掛金月額を増額する場合には、事業主の方は一定期間掛金
の一部に対して国の助成が受けられるほか、税法上、掛金は損金または必要経費として非課税扱いになるな
どの特典があります。 

問い合わせ先 
（独）勤労者退職金共済機構 中小企業退職金共済事業本部 
 ＴＥＬ：０３－３４３６－０１５１（Ｐ９３、№４０） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 職業訓練等の実施 

キャリア形成促進助成金 
（訓練等支援給付金） 

８２ 

　事業主が雇用する労働者のキャリア形成を促進するために、職業訓練等の実施又は労働者の自発的な職業
能力開発を支援した場合に、訓練等に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一部を助成します。 
 
 
 
１．労働者に職業訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）を受けさせる場合 
　○経費助成　職業訓練に要した経費の１／３（中小企業のみ） 
　○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の１／３（中小企業のみ） 
 
２．契約社員やパートタイム労働者に職業訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）を受けさせる場合 
　○経費助成　職業訓練に要した経費の１／２（大企業は１／３） 
　○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の１／２（大企業は１／３） 
 
３．ジョブ・カード制度における雇用型訓練（※）を実施する場合 
 
（※）企業における雇用関係の下での実習（ＯＪＴ）と教育訓練機関等における企業のニーズに即した学習（ＯＦＦ－ＪＴ）

とを組み合わせて実施される訓練であって、実習併用職業訓練と有期実習型訓練があります。 

趣旨・目的 

概　　　要 

実施内容 助　成　率・助　成　額 

①職業訓練（ＯＦＦ－
ＪＴ）を受けさせる
場合 
 
 
 
 
②職業訓練（ＯＪＴ）
を受けさせる場合 
 
 
 
③キャリア・コンサ
ルティングを受けさ
せる場合 
 
 
 
 
④ジョブ・カード制
度による能力評価を
実施した場合 
 
⑤訓練の導入に対す
る奨励費 

○経費助成　職業訓練に要した経費の４／５（大企業２／３） 
 
○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の
４／５（大企業２／３） 
 
○対象者１人につき、当該訓練の時間数に８００円を乗じて得た額（中小企業のみ） 
 
○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の
４／５（大企業２／３） 

 
○対象者１人につき、当該訓練の時間数に８００円（大企業６００円）を乗じて得た額 
 
○経費助成　外部機関等へ委託した場合の委託費等の１／２ 
 
○経費助成　企業内にキャリア・コンサルティングﾞを配置した場合に１５万円 
 
○キャリア・コンサルティング実施期間中に支払った賃金の１／２（大企業
１／３） 
 
○対象者１人につき４，８８０円 
 
 
 
○１人目の助成対象者が生じた場合２０万円（中小企業のみ） 
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 職業訓練等の実施 

８３ 

４．労働者の自発的な職業能力開発を支援する場合 
　○自発的職業能力開発の支援内容によって、下表に掲げる額を支給します。 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

助成内容 

支援内容 

助　成　率 
奨励金（３年以内） 

制度利用者が 
生じた場合 

利用者 
一人につき 

利用者増加分 
１人につき 

奨励金 
（３年経過後） 

①経費を負担する制度
を設け支援する場合 
 
②時間を確保（勤務時
間の短縮等）する制度
を設け支援する場合 
 
③休暇制度を設け支援
する場合 
 
 
④連続３か月以上の長
期にわたる休暇制度を
設け支援する場合 

負担した経費の１／２
（大企業１／３） 
 
受講時間中に支払った
賃金の１／２（大企業
１／３） 
 
受講時間中に支払った
賃金の１／２（大企業
１／３） 
 
受講時間中に支払った
賃金の１／２（大企業
１／３） 

１５万円 
（中小企業のみ） 

 
 

３０万円 
 
 
 

１５万円 
 
 

３０万円（制度利用
者の代わりの人員
を配置する場合は
６０万円） 

５万円 
（中小企業のみ） 

 
 

５万円 
 
 
 

５万円 
 
 
 

１０万円 

２万円 
（中小企業のみ） 

 
２万円 

（中小企業のみ） 
 
 

２万円 
（中小企業のみ）  

 
 

４万円 
（中小企業のみ） 
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８４ 

 職業訓練等の実施 

中小企業雇用創出等能力開発助成金 

　奈良県知事から中小企業労働力確保法に基づく改善計画（※）の認定を受けた中小企業者事業主が雇用す
る労働者に、計画的に職業訓練等を実施する場合に、訓練等に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一部
を助成します。 
 
※雇用管理の改善を実施することにより、 

１．職業に必要な高度の技能及びこれに関する知識を有する者の確保 

２．新たな事業の分野への進出若しくは事業の開始による良好な雇用の機会の創出 

３．実践的な職業能力の開発及び向上を図ることが必要な青少年にとって良好な雇用の機会の創出に資するものに

ついての計画をいいます。 

 
 
 
１．労働者に職業訓練等を受けさせる場合 
　○経費助成　訓練の実施に要した費用の１／２（中小企業のみ） 
　○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の１／２（中小企業のみ） 
 
２．労働者の自発的な職業能力開発を支援する場合 
　○経費助成　事業主が負担した従業員の申し出による能力開発に係る経費（教育訓練機関に支払う入学料

及び受講料）の１／２（中小企業のみ） 
　○賃金助成　職業能力開発休暇期間中の訓練時間に応じ、支払った賃金の１／２（中小企業のみ） 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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８５ 

 職業能力検定の実施 

キャリア形成促進助成金 
（職業能力評価推進給付金） 

　事業主が雇用する労働者に、厚生労働大臣が定める職業能力評価（※）を受けさせた場合に、受験料及び
受験時間の賃金の一部を助成します。 
 
　※厚生労働大臣が定める職業能力評価とは、以下のとおりです。 
 
　○職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第４４条の技能検定 
　○技能審査認定規程（昭和４８年労働省告示）により厚生労働大臣の認定を受けた技能審査 
　○労働者の職業能力の開発及び向上に資するものとして職業能力開発局長が定める職業能力検定 
 
　　詳細については、厚生労働省のホームページ 
　　（http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/a０１/text０７.html）をご覧下さい。 
 
 
 
　○経費助成　職業能力検定等の受検に要した経費の３／４ 
　○賃金助成　職業能力検定等の受検時間に支払った賃金の３／４ 
　　（経費及び賃金の助成額をあわせて、１人につき年間５万円が限度です。） 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 建設事業主が教育訓練を実施 

建設業新分野教育訓練助成金 

　設労働者を継続して雇用しつつ、建設業以外の新分野事業に従事させるために必要な教育訓練を実施した
中小建設事業主に対して助成します。 
 
 
 
　中小建設事業主が建設事業以外の新分野事業を平成２２年２月８日以降に新たに開始し、当該新分野事業に
従事させるための教育訓練を開始する日の前日から起算して１年以上前から継続して雇用している建設労働
者（雇用保険の一般被保険者）を対象に平成２３年３月３１日までに教育訓練を行い、訓練終了後、対象労働
者を新分野事業に従事させ、対象訓練を終了した翌日から起算して１年以上継続して雇用することが確実で
ある場合、以下に掲げる額を支給します。 
 
　支給額は１と２の合計額です。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 

趣旨・目的 

概　　　要 

１．教育訓練に要した経費に対する支給額 

１日当たりの支給額（２０万円を限度） 

２．教育訓練の対象労働者に支払った賃金に対する支給額 

※対象賃金日額の算定式 

　　（前年度１年間の雇用保険の保険料の算定の基礎となる賃金総額） 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× ０.８ 
（前年度１年間の１か月平均雇用保険被保険者数）×（年間所定労働日数） 

１人につき７,０００円 
対象賃金日額（※）が７,０００円未満の 
ときは対象賃金日額の額　　　　　 

× 
教育訓練を受講させた日数 

６０日分を限度（対象訓練の時間が１日に 
つき３時間に満たない日を除く。）　　　 

　　　対象訓練経費 
①指導員又は講師の謝金 
②指導員又は講師の旅費（交通費の実費相当額） 
③施設、設備又は機械の借上料 
④教科書その他の教材に要する経費 
⑤教育訓練を外部の教育訓練施設等で実施する場合の 
　入学料及び受講料又は委託費 

×２／３ 
 
 
 
 
　　　  実施日数 

支給対象日数 
 

６０日分を限度 
× 
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 中小企業等が従業員研修を実施 

中小企業等基盤強化税制 
［教育訓練費に係る法人税・所得税額の特別控除］ 

（人材投資促進税制） 

　中小企業者等が実施する従業員研修の費用の一定割合を法人税・所得税から税額控除し、中小企業者等の
人材育成を応援します。 
○資本金１億円以下の中小企業者（※）や個人事業者が利用できます。 
○業種による制限はありません。 
○教育訓練費の額の８～１２％を税額控除します。 
○当該年度の教育訓練費をもとに税額控除額を計算することになりました。 
 
　※大企業の子会社は除かれます。 
 
 
 
【制度の概要】 
　○中小企業者等は、平成２０年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に開始する事業年度において支出

する教育訓練費の総額の８～１２％相当額を法人税額（個人事業者は所得税額）から税額控除できます。 
　○「労務費のうちどれだけ教育訓練費に支出したか」によって、本制度の利用可否及び税額控除額が変わ
ります。 

 
【教育訓練の対象者（「使用人」）】 
　本税制の適用にあたっては、自社の使用人又は個人事業者のその事業に係る使用人に対する教育訓練費
が対象になります。 
　使用人とは、正社員、契約社員、パート・アルバイトその他対価を受け取ってその事業に使用される者
です。 
 
【対象となる教育訓練費の範囲】 
　本税制の対象となる教育訓練費は、使用人の職務に必要な技術又は知識を習得させ、又は向上させるた
めに支出する費用であって、以下に示すものです。 
　また、必ず教育訓練等（教育、訓練、研修、講習など）を伴うものである必要があります。 
　（１）自社で教育訓練等を行う場合の費用 
　　ア　外部講師謝金等 
　　イ　外部施設等使用料 
　　ウ　教科書その他の教材費 
　（２）他の者に委託して教育訓練等を行わせる場合の費用 
　　ア　研修委託費 
　　イ　研修プログラム等作成委託費 
　（３）他の者が行う教育訓練等に参加させる場合の費用 
　　ア　外部研修参加費 

問い合わせ先 
近畿経済産業局 地域経済部 産業人材政策課 
 ＴＥＬ：０６－６９６６－６０１３（Ｐ９２、№３５） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 雇い入れた求職者のキャリア形成 

地域雇用開発能力開発助成金 

　雇用機会が著しく不足している地域（※）の事業主が当該地域に居住する求職者を雇い入れ、計画的に職
業訓練等を実施する場合に、訓練に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一部を助成します。 
 
※県内の対象地域 

　北和地域（奈良市、天理市、生駒市、山添村） 

　中和地域（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町、

桜井市、宇陀市、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、東吉野村、大和郡山市、平群町、三郷町、

斑鳩町、安堵町） 

 
 
 
　雇用機会が著しく不足している地域に居住している者で、事業主に雇用されてから１年未満の者又は内定
者（支給申請時までに被保険者になっている者に限ります。）に対して、計画的に職業訓練を実施した場合に、
以下に掲げる額を支給します。 
 
　○経費助成　訓練の実施に要した費用の２／３（大企業は１／２） 
 
　○賃金助成　訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の２／３（大企業は１／２） 

問い合わせ先 
（独）雇用・能力開発機構 奈良センター 業務課 助成係 
 ＴＥＬ：０７４４－２２－５３０２（Ｐ９２、№３７） 

趣旨・目的 

概　　　要 
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 雇い入れた求職者のキャリア形成 

職場適応訓練制度 

８９ 

　障害者等（※１）の雇用拡大・促進を目的として、奈良県が事業主（※２）に職場内の訓練を委託し、それに
よって障害者等の作業環境への適応が容易になるようにしたうえで、訓練終了後は事業所に引き続き雇用し
ていただく制度です。 
 
 
 
○一般職場適応訓練 
　障害者等に対し、事業所においてその事業所の業務に関する作業について訓練を行い、技能習得後に当
該事業所に雇用されることを前提とした訓練です。 
　訓練期間は、６か月以内です。但し、重度障害者の方や中小企業において訓練を実施する場合は１年以
内です。 
　【訓練手当等】 
　　事業主　職場訓練委託費として訓練生１人につき月額２４，０００円を支給 
　　　　　　（重度障害者の場合　月額２５，０００円）〈訓練生に対する賃金は不要〉 
　　訓練生　職場適応訓練手当として基本手当・受講手当・通所手当を支給 
 
○短期職場適応訓練（職場実習） 
　障害者等に対し、実際に従事することになる仕事を経験することにより、就業の自信を与え、また事業
主に対しては障害者等の技能の程度や職場への適応性の有無を把握してもらうことを目的とした職場実習
です。 
　訓練期間は、２週間以内です。但し、重度障害者の方や中小企業において訓練を実施する場合は４週間
以内です。 

　【訓練手当等】 
　　事業主　職場訓練委託費として訓練生１人につき日額９６０円を支給 
　　　　　　（重度障害者の場合　日額１，０００円）〈訓練生に対する賃金は不要〉 
　　訓練生　職場適応訓練手当として基本手当・受講手当・通所手当を支給 
 
 
※１　障害者等とは「障害者の雇用の促進等に関する法律」第２条に規定する障害者、４５歳以上の求職者等、母子家

庭の母等の求職者、中国残留邦人等永住帰国者等の方をいう。 

※２　委託対象事業主は次の条件を満たす事業所の事業主とする。 

　（１）職場適応訓練を行う設備的余裕があること。 

　（２）指導員として適当な従業員がいること。 

　（３）雇用保険、健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保険等に加入し、又はこれらと同様の職員共済制度を保

有していること。 

　（４）労働基準法及び労働安全衛生法に規定する安全衛生その他の作業条件が整備されていること。 

　（５）職場適応訓練終了後、当該職場適応訓練終了者を雇用する見込みがあること。 

問い合わせ先 
奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０９（Ｐ９２、№２８） 
各公共職業安定所 （Ｐ９２、№３１） 
奈良県 健康福祉部 障害福祉課 ＴＥＬ：０７４２－２７－８５１４（Ｐ９１、№１９） 

趣旨・目的 

概　　　要 



９０ 

中小企業の定義について 

 このガイドブックで紹介する各種施策について、特に注意がない限り「中小企業（者）」及び「小規模企業
（者）」とは、以下の者を指します。 
 
 
１　中小企業の範囲 
 
　　中小企業基本法においては、中小企業の範囲を次のように定義しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２　小規模企業者の定義 
 
 
 
 
 
 
 
 
※　上記に掲げた中小企業の定義は、中小企業政策における基本的な政策対象の範囲を定めた「原則」であり、法律や制

度によって「中小企業」として扱われる範囲が異なることがあります。 

　　各種の制度をご利用になる場合は、制度担当者にご確認ください。 

業　種　分　類 

製 造 業 ・ そ の 他 

卸　　　　売　　　　業 

小　　　　売　　　　業 

サ ー ビ ス 業 

　資本金３億円以下　又は　従業者数３００人以下 

　資本金１億円以下　又は　従業者数１００人以下 

資本金５千万円以下　又は　従業者数　５０人以下 

資本金５千万円以下　又は　従業者数１００人以下 

中小企業基本法の定義 

業　種　分　類 

製 造 業 ・ そ の 他 

商 業 ・ サ ー ビ ス 業 

従業員２０人以下 

従業員　５人以下 

中小企業基本法の定義 



９１ 

部　署　名 郵便番号 住　　　所 ＴＥＬ ＨＰアドレス 

問い合わせ先一覧 

○県関係部局 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８５０１ 

６３０-８３２５ 

６３５-００９６ 

６３６-０２１２ 

０７４２-２７-８８０２ 

０７４２-２７-８８０４ 

０７４２-２７-８８０４ 

０７４２-２７-５４２２ 

０７４２-２７-８８０７ 

０７４２-２７-８８０７ 

０７４２-２７-８８０６ 

０７４２-２７-５４２４ 

０７４２-２７-７００５ 

０７４２-２７-８８１４ 

０７４２-２２-３６７４ 

０７４２-２７-８８１３ 

０７４２-２７-８８７２ 

０７４２-２７-８８７３ 

０７４２-２７-８８２８ 

０７４２-２７-８８３４  

０７４２-２７-８８３２ 

０７４２-２７-８８１２ 

０７４２-２７-８５１４ 

０７４２-２３-５７２９ 

０７４５-２４-２００７ 

０７４５-４４-０５６５ 

奈良県  産業・雇用振興部 
企画管理室 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
商工課  商工団体係 
 
奈良県  産業・雇用振興部  
商工課  地域産業振興係 
 
奈良県  産業・雇用振興部  
商工課  保安係 
 
奈良県  産業・雇用振興部  
商工課  金融係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
商工課  高度化資金係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
商業振興課  商業振興係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
商業振興課  消費振興係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
産業支援課  産業創出促進係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
産業支援課  科学技術振興係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
産業支援課  産業政策係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
企業立地推進課  企業誘致グループ 
 
奈良県  産業・雇用振興部  企業立
地推進課  企業立地支援グループ 
 
奈良県  産業・雇用振興部  企業立
地推進課  ホテル誘致グループ 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
雇用労政課  労政福祉係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
雇用労政課  能力開発係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
雇用労政課  雇用促進係 
 
奈良県  産業・雇用振興部 
雇用労政課  雇用政策係 
 
奈良県  健康福祉部  障害福祉課 
障害者雇用促進係 
  
奈良県  奈良しごとｉセンター 
 
 
奈良県  高田しごとｉセンター 
 
 
奈良県立高等技術専門校 

 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市登大路町３０ 
 
 
奈良市西木辻町９３-６ 
 
 
大和高田市西町１-６０ 
 
 
磯城郡三宅町石見４４０ 

http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-２６１５.htm 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１６６１.htm  
 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１６６２.htm 
 
 
 
 
 

http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１６６３.htm  
 
 
 
 
 
 

http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-２６５２.htm  
 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１６６４.htm 
 
 
 
 
 

http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１８３４.htm  
 
 
http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１１８３３.htm 
 
 

http://www.pref.nara.jp/ 
dd_aspx_menuid-１７５５.htm



９２ 

部　署　名 郵便番号 住　　　所 ＴＥＬ ＨＰアドレス 

○国の機関・国の関係機関 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３１ 

３１ 

３１ 

３１ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８５７０ 

６３０-８３０１ 

６３５-００９５ 

６３３-００６２ 

６３８-０８２１ 

６３０-８１１３ 

６３５-８５８５ 

６３９-１１６１ 

６３３-０００７ 

６３８-００４１ 

６３０-８１２２ 

６３０-８１１５ 

６３０-８２１３ 

５４０-８５３５ 

６３４-００３３ 

６３４-００３３ 

０７４２-３２-０２０４ 

０７４２-３２-０２０５ 

０７４２-３２-０２０６ 

０７４２-３２-０２０７ 

０７４２-３２-０２０８ 

０７４２-３２-０２０９ 

０７４２-３２-０２１０ 

０７４２-２３-０４３５ 

０７４５-５２-５８９１ 

０７４４-４２-６９０１ 

０７４７-５２-０２６１ 

０７４２-３６-１６０１ 

０７４５-５２-５８０１ 

０７４３-５２-４３５５ 

０７４４-４５-０１１２ 

０７４７-５２-３８６７ 

０７４２-３０-２２４５ 

０７４２-３５-２７０１ 

０７４２-２２-３２００  

０６-６９６６-６０１３ 

０７４４-２２-５１０１ 

０７４４-２２-５３０２ 

奈良労働局  労働基準部 
監督課 
 
奈良労働局  労働基準部 
安全衛生課 
 
奈良労働局  労働基準部 
賃金室 
 
奈良労働局  労働基準部 
労災補償課 
 
奈良労働局  職業安定部 
職業安定課 
 
奈良労働局  職業安定部 
職業対策課 
 
 奈良労働局  雇用均等室 
 
 
奈良労働基準監督署 
 
 
葛城労働基準監督署 
 
 
桜井労働基準監督署 
 
 
大淀労働基準監督署 
 
 
奈良公共職業安定所 
 
 
大和高田公共職業安定所 
 
 
大和郡山公共職業安定所 
 
 
桜井公共職業安定所 
 
 
下市公共職業安定所 
 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 
奈良高齢・障害者雇用支援センター
（奈良分室） 

（財）介護労働安定センター 
奈良支所 
  
奈良県中小企業団体中央会 
 

近畿経済産業局  地域経済部 
産業人材政策課 
 
（独）雇用・能力開発機構  
奈良センター  業務課 雇用管理係 
 
（独）雇用・能力開発機構  
奈良センター  業務課  助成係 

 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 
 
奈良市法蓮町３８７ 
 

奈良市高畑町５５２ 
奈良第２地方合同庁舎  
 
大和高田市大中３９３ 
 
 
桜井市粟殿１０１２ 
 
 
吉野郡大淀町下渕３６４-１ 
 

奈良市法蓮町３８７ 
奈良第３地方合同庁舎  
 
大和高田市池田５７４-６ 
 

大和郡山市観音寺町 
１６８-１  
 
桜井市外山２８５-４-５ 
 

吉野郡下市町下市 
２７７２-１ 
 
奈良市三条本町９-２１ 
ＪＲ奈良伝宝ビル６階 
 
奈良市大宮町４-２６６-１ 
三和大宮ビル２階  
 
奈良市登大路町３８-１ 
 
大阪市中央区大手前 
１-５-４４ 
大阪合同庁舎１号館 
 
橿原市城殿町４３３ 
 
 
橿原市城殿町４３３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.nararoudoukyoku. 
go.jp/  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.nararoudoukyoku. 
go.jp/０１soshiki/０２kantokusyo. 
html  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.nararoudoukyoku. 
go.jp/０１soshiki/０３hellowork. 
html 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.jeed.or.jp/ 
 

http://www.kaigo-center.or. 
jp/shibu/nara/ 
 
http://www.chuokai-nara.or. 
jp/    
 
http://www.kansai.meti.go. 
jp/jinzai.html  
 
 

http://www.ehdo.go.jp/nara/ 
 



９３ 

部　署　名 郵便番号 住　　　所 ＴＥＬ ＨＰアドレス 

３８ 

３９ 

４０ 

６３０-８１１５ 

６３０-８１１５ 

１０５-８０７７ 

０７４２-３５-９９１０ 
フリーダイヤル 
０１２０-１５４-５０５ 

 
０７４２-３６-６７７７ 

 
 

０３-３４３６-０１５１ 

（株）日本政策金融公庫 
奈良支店  中小企業事業 
 
（財）２１世紀職業財団 
奈良事務所 
 
（独）勤労者退職金共済機構 
中小企業退職金共済事業本部 

 
奈良市大宮町７-１-３３ 
 

奈良市大宮町６-９-１ 
新大宮第１ビル５階  
 
東京都港区芝公園１-７-６ 

 
http://www.jfc.go.jp/ 
 
 
http://www.jiwe.or.jp/ 
 

http://chutaikyo. 
taisyokukin.go.jp/



９４ 

MEMO



９５ 

MEMO



９６ 

MEMO
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